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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率については、当期純損失が計上されているた

め、記載をしていない。 

３ 第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権等に係るプレミアムが生じていない

ため、記載をしていない。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第8号）を適用している。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 63,746 68,875 67,910 66,615 71,606

経常利益 (百万円) 744 3,094 2,550 2,004 2,017

当期純利益又は当期純損
失(△)

(百万円) 429 1,519 △625 624 1,305

純資産額 (百万円) 31,368 32,586 31,391 32,420 34,236

総資産額 (百万円) 69,096 68,313 68,291 67,842 64,769

１株当たり純資産額 (円) 501.17 533.75 510.73 525.73 530.36

１株当たり当期純利益又
は当期純損失(△)

(円) 5.91 22.16 △12.77 8.03 21.58

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) - 22.06 - 8.00 21.46

自己資本比率 (％) 45.4 47.7 46.0 47.8 49.1

自己資本利益率 (％) 1.4 4.8 △2.0 2.0 4.1

株価収益率 (倍) 44.0 18.0 - 71.0 20.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,878 7,090 △590 4,199 △ 62

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,676 649 △677 △1,791 △ 611

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,046 △5,323 282 △778 △ 2,595

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 4,853 7,260 6,276 7,911 4,641

従業員数 (人) 2,668 2,528 2,547 2,583 2,687



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第49期の１株当たり配当額には特別配当３円を含んでいる。また、第50期の１株当たり配当額には創立50周

年記念配当１円を含んでいる。 

３ 第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上さ

れているため、記載をしていない。 

４ 第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権等に係るプレミアムが生じていない

ため、記載をしていない。 

５ 第52期の従業員数の大幅な減少は、平成17年10月にＮＤＳインフォス株式会社を設立し、165名が転籍(会社

の分割に伴う労働契約の承継等に関する法律による)したことが主な要因である。 

６ 純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第8号）を適用している。 

  

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 49,063 55,964 54,966 52,152 55,957

経常利益 (百万円) 491 1,737 1,806 1,314 1,495

当期純利益又は当期純損
失(△)

(百万円) 16 953 △873 313 1,056

資本金 (百万円) 5,676 5,676 5,676 5,676 5,676

発行済株式総数 (千株) 65,962 65,962 65,962 65,962 65,962

純資産額 (百万円) 27,037 27,683 26,320 27,094 26,406

総資産額 (百万円) 52,752 51,152 51,669 50,497 48,911

１株当たり純資産額 (円) 432.11 454.05 428.97 440.15 439.18

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

9.00

(3.00)

10.00

(4.50)

9.00

(4.50)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純利益又
は当期純損失(△)

(円) 0.26 14.56 △15.12 4.62 17.43

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) - 14.49 - 4.60 17.34

自己資本比率 (％) 51.3 54.1 50.9 53.7 53.9

自己資本利益率 (％) 0.1 3.5 △3.2 1.2 4.0

株価収益率 (倍) 994.3 27.3 - 123.4 25.8

配当性向 (％) 3,441.7 68.7 - 216.5 57.4

従業員数 (人) 1,000 1,004 1,016 872 990



２ 【沿革】 

  

 

昭和29年５月 電信電話の建設工事は、戦前から終戦に至る間は、日本電信電話工事株式会社の独

占となっていたが、昭和22年９月30日に同社は解散となった。そのため全国に群小

の業者が乱立し、東海地方においても30数社がひしめく状況となった。 

その後、昭和27年８月１日から発足した日本電信電話公社が昭和28年４月１日から

長期電信電話拡充計画を樹立し、それを契機に東海地方においても業界の整備統合

機運が高まり、当社もその一つとして日本技術㈱(昭和25年１月設立)が㈱静岡工電

社及び電路工業㈱名古屋支店を結集して創立資本金1,500万円で新会社日本電話施設

株式会社として発足した。

昭和29年７月 日本電信電話公社請負工事入札参加資格－線路暫定１級、機械２級及び伝送無線暫

定２級に認定される。

昭和30年７月 日本電信電話公社請負工事入札参加資格－伝送無線２級に認定される。

昭和32年６月 日本電信電話公社請負工事入札参加資格－構内交換設備工事甲級に認定される。

昭和33年７月 日本電信電話公社請負工事入札参加資格－線路１級に認定される。

昭和35年７月 日本電信電話公社請負工事入札参加資格－機械１級に認定される。

昭和38年10月 名古屋証券取引所市場第二部上場。

昭和48年３月 決算期変更。(４月期より３月期)

昭和48年８月 名古屋証券取引所市場第一部上場。

昭和50年１月 名古屋証券取引所貸借銘柄に選定される。

昭和59年10月 トップマネジメント機構として経営会議を設置。

昭和59年11月 愛知エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)を設立。

昭和61年３月 静岡エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)を設立。

昭和62年３月 三重エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)を設立。

昭和62年７月 東京事務所開設。

昭和62年９月 岐阜エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)を設立。

昭和63年７月 新東海大建㈱を浜松エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)に名称変更。

平成２年６月 豊橋電話土木㈱を豊橋エヌディエス工事㈱に名称変更。

平成３年２月 日本電信電話株式会社請負工事入札参加資格－通信設備総合種に認定される。

平成５年２月 日本技建㈱(現・連結子会社)を子会社化。

平成５年６月 名古屋資料計算㈱を子会社化。

平成７年10月 日本通信リース㈱と㈱エヌディエスサービスを合併、㈱エヌディエスリース(現・連

結子会社)を設立。

平成８年６月 東京事務所を東京支店に昇格。

平成９年３月 日本電信電話株式会社電気通信設備請負工事競争参加資格会社に認定される。

平成９年４月 エヌディエスメンテ㈱(現・連結子会社)を設立。

平成９年７月 東京支店を東京支社に昇格。

平成10年３月 研究開発・研修の拠点「NDSテクノロジーセンタ」を完成。

平成10年４月 名古屋通信ビル株式会社と合併。

平成10年10月 電設事業部門「ISO9001」認証取得。

平成11年１月 岐阜支店「ISO9001」認証取得。

平成11年４月 東京証券取引所市場第一部上場。

平成11年４月 関西支社を新設。

平成11年５月 ㈱アイコス・コーポレーション(現・連結子会社)を設立。

平成11年７月 エヌディエスネットワーク工事㈱(現・連結子会社)を設立。

平成11年９月 NTT部門「ISO9001」認証取得。

平成12年２月 大垣エヌディエス工事㈱を設立。

平成12年６月 名和通信建設㈱、北東通信建設㈱、大協通建㈱、大日通信建設㈱、新和通信㈱、東

邦工事㈱、三通建設工事㈱、東名通信工業㈱(全て現・連結子会社)を子会社化。 

浜松通信施設㈱(現・連結子会社)の株式を新規取得。



 

  

平成12年７月 大協通建㈱と豊橋エヌディエス工事㈱が合併、エヌディエス大協㈱（現・連結子会

社）に名称変更。

平成12年８月 名古屋資料計算㈱をエヌディエスソリューション㈱(現・連結子会社)に社名変更。

平成12年10月 新潟鐵工所㈱の子会社ニイガタシステック㈱を買収、商号をエヌディエスシステッ

ク㈱(現・連結子会社)と変更。

  平成13年６月 「ISO14001」認定取得。

  平成14年４月 岐阜エヌディエス工事㈱と大垣エヌディエス工事㈱を合併。岐阜エヌディエス工事

㈱(現・連結子会社)が存続会社。

  平成14年12月 「OHSAS18001」認証取得。

  平成15年10月 技術士事務所を設置(建設部門・情報工学部門)。

  平成16年２月 コンプライアンス統括室を設置。

  平成16年10月 日本電話施設厚生年金基金を解散。確定給付年金制度と確定拠出年金制度を柱とし

た新退職給付制度へ移行。

平成17年１月 情報システム本部、ＩＴ本部において「ＩＳＭＳ」認証取得。

平成17年４月 エヌディエスネットワーク工事㈱を㈱ＮＮＫ(現・連結子会社)に社名変更。

平成17年６月 労働者派遣事業の取得に向けた定款変更。

平成17年10月 情報部門を分社し、ＮＤＳインフォス㈱(現・連結子会社)を設立。
平成18年７月 意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基

づく積極的な人材の登用のため、執行役員制度を導入。
平成18年７月 三星通信建設㈱をみつぼしテクノ㈱(現・連結子会社)に社名変更。
平成18年９月 三和建設㈱の保有株式を売却し、連結子会社から持分法適用関連会社に変更。



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、日本電話施設株式会社(当社)及び子会社28社(うち連結子

会社23社)、関連会社８社(うち持分法適用会社５社)で構成されており、電気通信設備、電気設備等の通

信建設事業を主な内容とし、建設以外事業として情報システムの開発・運用・保守、ネットワークのコン

サルティング・運用・保守等の情報サービス事業、不動産の販売・賃貸・鑑定評価業務・ビル管理等に関

する住宅不動産事業及びリース事業、通信機器の製造・販売等のリース他事業等の事業活動を展開してい

る。 

事業の内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業における位置づけ並びに事業の種類別セグメントと

の関連は、次のとおりである。 
  
(1) 通信建設事業 

電気通信設備事業、電気設備事業 

当社は、工事の一部を愛知エヌディエス工事㈱他15社(子会社)に発注し施工させている。なお、一部

の子会社は、名古屋電話工事㈱他３社の持分法適用会社に工事を発注し施工させている。 

工事の材料等の一部については、㈱東海通信資材サービス(関連会社)から仕入れている。また工事用

車両の一部については、㈱エヌディエスリース(子会社)より賃借しており、また工事の警備業務の一部

についても同社に請負させている。 

通信建設事業の主な内容は次のとおりである。 

イ 通信線路工事 

市内・市外ケーブル、光ケーブル等の布設及びこれに付帯する接続・試験、宅内電話機の取付工事

等。 

ロ 通信土木工事 

通信線の地下管路布設工事、マンホール築造工事、とう道建設工事(シールド工事)等。 

ハ 通信機械工事・伝送無線工事 

各種電話交換機設備及び伝送装置、電信・データ装置、無線送受信装置の各種通信機械設備及び事

業所集団電話(ビル電話)設備並びにこれらに付帯する電力設備の工事等。 

ニ 通信設備以外工事 

電気設備工事、一般土木工事及び防災設備工事等。 
  
(2) 情報サービス事業 

ＮＤＳインフォス㈱（子会社）及びエヌディエスシステック㈱（子会社）が行っている。 

情報サービス事業の主な内容は次のとおりである。 

情報システムの開発・運用・保守、ネットワークのコンサルティング・運用・保守等。 
  
(3) 住宅不動産事業 

住宅不動産事業の主な内容は次のとおりである。 

マンション・戸建分譲住宅販売、不動産賃貸及び不動産取引等。 

また、当社は、保有の建物のメンテナンスをエヌディエスメンテ㈱(子会社)に委託している。 
  
(4) リース他事業 

① リース事業 

㈱エヌディエスリース(子会社)はリース事業を行なっており、当社、他の子会社及び関連会社とも

リース契約を結んでいる。 

② リース他事業 

当社が通信機器等販売を行っており、一部については㈱エヌディエスリース(子会社)が販売に伴う

リース契約を行っている。東名通信工業㈱(子会社)は、通信会社から受注した通信機器の新規製品製

造の他、通信機器部品の製造・販売を行っている。また、エヌディエスソリューション㈱(子会社)

は、半導体製造装置等の設置・保守サービスの他、人材派遣業を行っている。 

リース他事業の主な内容は次のとおりである。 

機械装置、車両、工具器具・備品等のリース、ファクシミリ・各種電話機等の通信機器並びに

コンピュータその他ＯＡ機器等の販売及び電磁誘導調査、半導体製造装置等の設置・保守サー

ビス、人材派遣業等。 

  

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、おおむね次のとおりである。 
  



 



４ 【関係会社の状況】 

(1) 連結子会社 

  

 

会社名 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有 

割合(％)

役員の
兼任 
(名)

関係内容

愛知エヌディエス工事㈱
名古屋市 
港区

20 通信建設事業
60.0
[40.0]

―
[6]

当社の電気通信設備
工事を受注

名和通信建設㈱
名古屋市 
緑区

38 通信建設事業 100.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注 
当社より資金を援助

北東通信建設㈱
愛知県 
一宮市

17 通信建設事業 51.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

エヌディエス大協㈱
愛知県 
豊橋市

30 通信建設事業 91.6
―
[5]

当社の電気通信設備
工事を受注

大日通信建設㈱
愛知県 
豊田市

30 通信建設事業 51.0
―
[1]

当社の電気通信設備
工事を受注

新和通信㈱
愛知県 
豊橋市

30 通信建設事業 51.0
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

静岡エヌディエス工事㈱
静岡市 
葵区

20 通信建設事業 80.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

東邦工事㈱
静岡市 
葵区

28 通信建設事業 51.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

浜松エヌディエス工事㈱
浜松市 
東区

20 通信建設事業 100.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

浜松通信施設㈱
浜松市 
北区

61 通信建設事業 64.5
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

岐阜エヌディエス工事㈱
岐阜県 
岐阜市

25 通信建設事業 90.4
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

三重エヌディエス工事㈱
三重県 
津市

20 通信建設事業
80.0
[20.0]

―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

三通建設工事㈱
三重県 
松阪市

35 通信建設事業 51.0
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

みつぼしテクノ㈱
石川県 
金沢市

162 通信建設事業 42.9
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

日本技建㈱
名古屋市 
中村区

100 通信建設事業 99.8
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

㈱ＮＮＫ
名古屋市 
中区

20 通信建設事業 100.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

㈱エヌディエスリース
名古屋市 
名東区

149 リース他事業 77.5
―
[3]

当社の警備業務を受
注、通信機器及び車
両等のリース 
当社より資金を援助

エヌディエスメンテ㈱
名古屋市 
中区

10
住宅不動産事
業

100.0
―
[2]

当社建物のメンテナ
ンス

エヌディエスソリューション
㈱

名古屋市 
中区

30 リース他事業 84.0
―
[3]

当社への人材派遣

東名通信工業㈱
愛知県 
稲沢市

50 リース他事業 51.1
―
[1]

当社建物のセキュリ
ティシステムを受
注、通信機器の製造

㈱アイコス・コーポレーショ
ン

名古屋市 
中区

43
情報サービス
事業

100.0
―

当社の通信システム
の調査、設計施工、
保守管理及びコンサ
ルティング

[4]

 



 
（注）１ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 上記子会社は特定子会社に該当しない。 

３ 上記子会社は有価証券届出書及び有価証券報告書を提出していない。 

４ 上記子会社については、売上高(連結会社間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合がそれぞれ

100分の10以下であるため主要な損益情報等の記載を省略している。 

５ 議決権の所有割合の[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっている。 

６ みつぼしテクノ㈱の持分は、100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであ

る。 

７ 役員の兼任の[ ]内は、当社役員以外で連結子会社役員となっている従業員数で外数となっている。 

  

(2) 持分法適用関連会社 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 上記関連会社は有価証券届出書及び有価証券報告書を提出していない。 

３ 役員の兼任の[  ]内は、当社役員以外で持分法適用関連会社役員となっている従業員数で外数となってい

る。 

  

会社名 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有 

割合(％)

役員の
兼任 
(名)

関係内容

エヌディエスシステック㈱
横浜市 
神奈川区

150
情報サービス
事業

100.0
―
[－]

当社のシステム開
発、情報処理サービ
ス

ＮＤＳインフォス㈱
名古屋市 
中区

100
情報サービス
事業

100.0
―
[1]

当社のシステム開
発、情報処理サービ
ス

会社名 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有 

割合(％)

役員の
兼任 
(名)

関係内容

名古屋電話工事㈱
名古屋市 
中川区

15 通信建設事業 22.6
―
[―]

当社連結子会社の電
気通信設備工事を受
注

日本協同建設㈱
三重県 
亀山市

16 通信建設事業 30.0
―
[1]

当社連結子会社の電
気通信設備工事を受
注

布目電話工業㈱
愛知県 
愛知郡 
長久手町

38 通信建設事業 20.0
―
[―]

当社連結子会社の電
気通信設備工事を受
注

㈱東海通信資材サービス
名古屋市 
中区

50 リース他事業 37.4
1

[―]
当社へ通信資材を卸
売

三和建設㈱
岐阜県 
岐阜市

45 通信建設事業 25.0
― 当社の電気通信設備

工事を受注[1]



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均年間給与(税込み)は、賞与及び基準外給与を含んでいる。 

３ 従業員が前事業年度末に比べて118名増加しているが、これは一部の連結子会社への出向を解除したことが

主な要因である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び一部の関係会社に雇用される従業員は、日本電話労働組合に加入している。 

なお、日本電話労働組合は全国の同業労働組合により結成された全国情報・通信・設備建設労働組合

連合会に所属しており、平成19年３月末現在の組合員数は768名であり、組合結成以来円満に推移して

おり特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

通信建設事業 1,920

情報サービス事業 300

住宅不動産事業 23

リース他事業 289

全社(共通) 155

合計 2,687

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

990 45.0 17.93 6,490



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油・素材価格の高騰など懸念材料はあったが、好調な企業

収益を背景に設備投資が増加したことに加え、雇用情勢にも改善の兆しが見られ、景気は安定的な拡大

基調で推移した。 

当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野においては、ＦＴＴＨ（Fiber To The Home）を

はじめとするブロードバンド化の加速、ＰＬＣ（Power Line Communications）サービスやＮＧＮ

（Next Generation Network）のフィールドトライアル等、ユビキタスネット社会実現のための整備が

着々と進められた。また、携帯電話番号ポータビリティ開始や、新規事業者の参入などにより、価格と

サービスの両面で激しい利用者獲得競争が繰り広げられた。 

このような事業環境のもと当社グループは、2006年度にスタートした中期（３ヵ年）経営計画で掲げ

た「通信建設におけるお客様のベストパートナーとしての基盤確立」「All Segment Plus（全部門黒

字化）へ向けた基盤確立」「経営基盤確立（ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）の定着化、

経営の高度化）」という３つの基本戦略に基づき以下の諸施策を展開してきた。  

  

＜お客様別事業運営体制の構築＞  

通信事業者各社の事業展開に迅速に対応すべく、お客様別事業運営体制を整備するとともに、光ア

クセス技術者やＩＰ（Internet Protocol）技術者の育成に加え、団塊世代の退職に備えたレガシー

（伝統的）技術の継承等、施工技術の向上と施工能力の増強に努めた。また、高所作業車の計画的更

新、支店社屋の建替等、生産性の向上・施工環境の改善にも注力した。 

  

＜事業領域の拡大＞ 

名古屋駅前再開発における高層ビル内通信設備の総合施工監理や、三重県に建設された大型物流セ

ンターのＬＡＮ工事などを受注、完成したほか、移動体通信工事分野における複合無線技術者の育成

にも注力し、通信建設事業の領域拡大に努めた。 

  

＜ＣＳＲ経営の土台作り＞ 

内部統制に係る基本方針をグループ全社で決議し、それに基づくコーポレートガバナンス体制やリ

スク管理体制を整備するとともに、ＮＤＳグループＣＳＲ憲章を制定し、グループ内へのＣＳＲ意識

浸透に取り組んでいる。 

  

上記施策を積極的に展開した結果、当連結会計年度の業績は、売上高が71,606百万円と前年同期に

比べ4,991百万円(7.5％)の増収となった。利益面については、営業利益が1,821百万円と前年同期に

比べ58百万円(3.3％)の増益、経常利益は2,017百万円と13百万円(0.6％)の増益、当期純利益は1,305

百万円となり、前年同期に比べ681百万円(109.3％)の増益となった。 

  



①通信建設事業 

携帯電話番号ポータビリティ開始に伴う携帯電話事業会社の設備拡充などにより、受注高は総

額で57,685百万円と前年同期に比べ577百万円(1.0％)増加した。売上高は58,854百万円と前年同

期に比べ3,705百万円(6.7％)の増収となった。 

 利益面については、光関連工事量の時期的・地域的偏重に対処するための稼動調達コストの増

加や、複合無線技術者育成に伴う先行投資などにより、営業利益は1,373百万円と前年同期に比

べ118百万円(7.9％)の減益となった。 

  

②情報サービス事業 

景気の拡大基調を背景として、受注は堅調に推移した。その結果、売上高は4,306百万円と前

年同期に比べ188百万円(4.6％)の増収となった。 

 利益面については、売上高の増加とコスト削減諸施策の展開が相俟って、営業利益は167百万

円と前年同期に比べ52百万円(45.5％)の増益となった。 

  

③住宅不動産事業 

分譲マンション・分譲戸建の販売が順調に推移した。その結果、売上高は2,227百万円と前年

同期に比べ234百万円(11.8％)の増収となり、営業利益は105百万円と前年同期に比べ92百万円

(712.2％)の増益となった。 

  

④リース他事業 

景気の拡大基調や民間の設備投資拡大に伴って、半導体製造装置の設置・保守事業、人材派遣

事業などが好調に推移した。その結果、売上高は6,218百万円と前年同期に比べ862百万円

(16.1％)の増収となり、営業利益は137百万円と前年同期に比べ43百万円(46.0％)の増益となっ

た。  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ3,269百万円減少し、4,641百万円となった。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における営業活動により支出した資金は、税金等調整前当期純利益は増加したもの

の、売上債権および棚卸資産が嵩んだこともあり62百万円の支出超となり、前年同期に比べ4,262百

万円の資金減少となった。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における投資活動により支出した資金は、支店社屋建替え、高所作業車の更新など

により611百万円となったが、前年同期に比べ1,179百万円の資金増加となった。  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における財務活動により支出した資金は、普通社債の償還および自己株の取得など

により2,595百万円の支出超となり、前年同期に比べ1,816百万円の資金減少となった。 

  



２ 【受注高及び施工高の状況】 

(1) 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注したもので、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注高にその増減額を含

む。従って当期売上高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 次期繰越高の施工高は個別進捗率により算出したものである。 

３ 当期施工高は(当期売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。 

  

(2) 売上高 

  

期別
事業の種類別 

セグメントの名称

前期
繰越高 
(百万円)

当期
受注高 
(百万円)

計
(百万円)

当期
売上高 
(百万円)

次期繰越高
当期
施工高 
(百万円)手持高

(百万円)

うち 
施工高 
(百万円)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

通信建設事業 9,504 57,107 66,611 55,148 11,462 3,282 56,001

情報サービス事業 473 3,765 4,238 4,117 120 54 4,095

住宅不動産事業 216 1,858 2,076 1,992 83 - 1,992

リース他事業 1,580 5,434 7,013 5,355 1,657 7 5,355

計 11,774 68,165 79,939 66,615 13,324 3,344 67,445

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

通信建設事業 11,462 57,685 69,148 58,854 10,294 3,299 58,871

情報サービス事業 120 4,342 4,463 4,306 156 61 4,313

住宅不動産事業 83 2,272 2,355 2,227 128 - 2,227

リース他事業 1,657 6,372 8,030 6,218 1,812 12 6,223

計 13,324 70,673 83,998 71,606 12,391 3,373 71,635

期別
事業の種類別 

セグメントの名称
西日本電信電話株式会社

(百万円)
その他
(百万円)

合計 
(百万円)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

通信建設事業 36,211 18,937 55,148

情報サービス事業 - 4,117 4,117

住宅不動産事業 - 1,992 1,992

リース他事業 - 5,355 5,355

計 36,211 30,404 66,615

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

通信建設事業 36,552 22,301 58,854

情報サービス事業 - 4,306 4,306

住宅不動産事業 - 2,227 2,227

リース他事業 - 6,218 6,218

計 36,552 35,054 71,606



(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前連結会計年度 請負金額１億円以上の主なもの。 
  

 
  

当連結会計年度 請負金額１億円以上の主なもの。 
  

 
  

２ 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであ

る。 
  

 
  

(3) 手持高 

手持工事は上記(1)のとおりであるが、その主なものは次のとおりである。 

  

 

  

西日本電信電話株式会社 静岡支店 平成17年度静岡西部エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成17年度名古屋中央エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成17年度豊橋エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成17年度一宮エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成17年度刈谷エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 静岡支店 平成18年度静岡西部エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成18年度豊橋エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成18年度一宮エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成18年度名古屋中央エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成18年度刈谷エリアサービス総合工事

前連結会計年度

西日本電信電話株式会社 36,211百万円 54.4％

当連結会計年度

西日本電信電話株式会社 36,552百万円 51.0％

西日本電信電話株式会社 
岐阜支店 岐阜総１８－０３０２ 電気通信設備工事 平成20年２月完成予定

西日本電信電話株式会社 
岐阜支店 岐阜総１８－０３０４ 電気通信設備工事 平成20年１月完成予定

沖電気工業（株） 中部地区管内ＥＴＣ設備工事 平成19年12月完成予定

西日本電信電話株式会社 
岐阜支店 岐阜総１８－１２５１ 電気通信設備工事 平成19年10月完成予定

株式会社東芝 Ｂ４Ｐ基地局新設工事（関東） 平成19年６月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

少子・高齢化が進展する中で、経済や社会の維持発展のためには、社会経済基盤の強化が重要な課題の

ひとつとなっている。  

 当社グループに大きく関係する情報通信分野では、ＩＣＴ（情報通信技術）のさらなる発展が新しい市

場や雇用を創出し、新たな経済活力の原動力になるものと考えられており、今後もユビキタスネット社会

実現に向けて、より一層の情報通信基盤の整備が進められることが予想される。  

 ブロードバンドサービスとしては、「インターネット」「ＩＰ電話」「映像配信」をセットで提供する

いわゆる「トリプルプレイサービス」が拡がりをみせており、今後も拡大していくものと考えられる。移

動体通信では通信の高速化に伴う携帯電話サービスの多様化、高度化が一層進展するとともに、ＦＭＣ

（Fixed Mobile Convergence）と呼ばれる固定電話と携帯電話の融合に向けての動きも活発化してくるも

のと思われる。また、次世代通信網（ＮＧＮ）を使った新たな技術やサービスの出現や、これまでにない

ビジネスモデルやスキームが創出されていくことも予想される。 

 そうした状況の中で当社グループの今後を展望すると、主力事業である通信建設事業においては、ＦＴ

ＴＨや無線設備などでのブロードバンドサービス拡大に向けた通信事業者各社の設備投資は当分の間続く

ことが見込まれるが、通信事業者間の激しい競争下において、受注価格の面で一層厳しさが増すものと予

想される。 

 また、企業の社会的責任（ＣＳＲ）がますます問われる昨今、金融商品取引法（日本版ＳＯＸ法）への

対応に併せ業務プロセスの可視化・標準化による生産性の向上を図ることが求められている。 

 このような環境のもと、当社グループでは、2007年度の経営施策として特に以下の点について重点的に

取り組み経営基盤の確立を目指す所存である。 

 

①収益力向上体制の構築と確実な施工推進 

②新たな柱となる事業の早期確立 

③安全確保と品質向上へのあくなき取り組み 

④徹底的コスト削減策の推進 

⑤中長期的視野に立った人材育成 

⑥グループ全体の受注拡大と事業の効率運営 

⑦ＣＳＲ経営の定着  

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものである。 

  

（特定の得意先との取引について）  

当社グループは、通信建設事業を主な事業としており、ＮＴＴグループ各社を主要取引先としてい

る。これは、当社グループの強みである反面、技術革新等により情報通信サービスに対する設備投資動

向が大きく変化した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。  

  

（ＣＳＲについて） 

当社グループは、人身事故ゼロ・設備事故ゼロ・情報漏洩ゼロの企業理念を体現化するため、ＣＳＲ

の企業風土としての定着を目指し、グループ各社を含めた社員の教育研修等の実施により、お客様の満

足のために信頼の技術と品質の提供をすることとしているが、万が一、重大事故・情報漏洩等不測の事

態を発生させた場合、取引先はもとより社会的に大きな影響を与えるとともに、取引先からの入札指名

停止や損害賠償責任等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項なし。 

  

６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度の研究開発活動は、ブロードバンドネットワークの急速な普及の中で通信ネットワーク

の光化、ＩＰ化が進展し、更にサービス品質やセキュリティを高めた次世代ネットワーク（ＮＧＮ）のフ

ィールドトライアルが実施されているなど技術環境が加速度的に変化している状況に対応して、事業展開

に関連した研究開発と先端技術修得を、専門研究機関、関連企業等と協調して継続的に進めている。 

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は、26百万円（研究員４人）となっており、主な研究

開発活動は次のとおりである。 

  

（通信建設事業） 

①ネットワーク構築に関する企画、設計、施工及び管理技術の研究開発 

ＩＰネットワークでの音声通信に関する設備と方式技術（ＶｏＩＰネットワーク構築技術）、ブロ

ードバンド対応の映像配信（ＶＯＤ）技術、「インターネット接続」「画像通信」「ＩＰ（光）電

話」の３つのサービスを統合して提供する技術、ユビキタスネットワーク社会の実現を目指す統合Ｉ

Ｐ網であるＮＧＮ構築技術とＮＧＮ上での新サービス等の研究開発。 

②情報通信に関するセキュリティ技術の研究開発 

現用の情報通信インフラを安全、安心、確実、簡単に活用できるシステムとして安定的に稼動させ

るための暗号化、認証システム、ファイアウォール等のネットワークセキュリティ技術の研究開発。

③無線通信技術に関する研究開発 

ユビキタス社会の中核をなす高速無線技術、固定通信と移動通信の融合（ＦＭＣ）、ＲＦＩＤ（無

線ＩＣタグ）等の研究開発。 

  

（情報サービス事業、住宅不動産事業及びリース他事業） 



研究開発活動は特段行われていない。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されている。この連結財務諸表の作成にあたって、役員賞与、貸借対照表の純資産の部の表示

及びストック・オプション等の適用を除いて、前連結会計年度と同一の基準に従って作成している。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、通信建設事業において、主力であるＮＴＴ通信設備

工事はほぼ横這いであったものの、携帯電話番号ポータビリティ導入に伴う移動体通信工事が好調で

あったことと、通信建設事業以外の情報サービス、住宅不動産及びリース他事業の受注も好調で、売

上高は増収となった。 

利益面については、光関連工事量の時期的・地域的偏重に対処するための稼動調達コストの増加

や、複合無線技術者の育成に伴う先行投資があったものの、売上高の増収効果もあり、増益となっ

た。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を受ける要因について 

当社グループは、ＮＴＴの設備投資動向に大きな影響を受けるが、当面、ＮＴＴグループが推進す

る「２０１０年光３０００万」を基軸に堅調な増加が期待できる。その反面、通信事業者間の競争激

化に伴うコストダウン要請が予想され、施工効率向上等の自助努力により吸収できない場合、原価率

アップが懸念される。また、光アクセス技術者やＩＰ技術者の育成に加え、団塊世代の退職に備えた

レガジー（伝統的）技術の継承等、人材確保に係る経費も営業損益を圧迫する要因となる。 

  

(4) 基本戦略の取り組み 

当社グループの生成・発展のため、２００６年度にスタートした中期（３ヶ年）経営計画におい

て、「通信建設におけるお客様のベストパートナーとしての基盤確立」「選択と集中による全セグメ

ントの黒字化へ向けた基盤確立」「ＣＳＲの定着化、経営の高度化による経営基盤の確立」という３

つの基本戦略を掲げているが、平成１９年度は中期経営計画の２期目にあたり、目標達成に向け、更

なる『施策の推進の年』と位置づけ、具体的な諸施策を展開していくことにしている。 

  



(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前当期純利益は増加したが売掛債権および棚

卸資産が嵩んだことによる支出超過に加え、投資活動によるキャッシュ・フローでは、支店社屋の建

替えおよび高所作業車更新等の設備投資への支出、財務活動によるキャッシュ・フローでも、自己株

の取得および普通社債の償還と資金需要が活発で、手許資金と金融機関からの借入で賄った。平成１

９年度も支店社屋の建替え、内部統制システムの構築に係るソフトウェアへの投資が計画されている

が、売掛債権の早期回収を徹底し、資金需給のバランス化・安定化を図りたい。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループを取り巻く事業環境は、主力事業である通信建設事業においては、ＦＴＴＨや無線設

備等でのブロードバンドサービス拡大に向けた通信事業者各社の設備投資は当分の間続くものと期待

しているが、顧客獲得競争は益々激化し、受注価格面への影響は必至と思われる。このような環境に

対し、施工効率の向上と徹底的コスト削減策を推進することとしている。 

また、企業の社会的責任が問われている昨今、金融商品取引法（日本版ＳＯＸ法）への対応に併せ

て、グループ全体の内部統制システムの構築と情報システムの一元化により、日常の業務の見直し、

可視化・標準化により生産性の向上を図ることとしている。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、グループ経営の高度化・効率化に伴う生産設備の充実・強化

等を目的とした設備投資を継続的に実施している。 

  

当連結会計年度の設備投資等の総額は3,113百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資は次

のとおりである。 

  

①通信建設事業 

 建物及び高所作業者、工具・器具の更新を中心に総額1,609百万円の投資を実施した。 

  

②情報サービス事業 

 ソフトウェアを中心に総額29百万円の投資を実施した。 

  

③住宅不動産事業 

 賃貸用物件の改装により総額4百万円の投資を実施した。 

  

④リース他事業 

 リース・レンタルの賃貸資産充実を中心に総額1,305百万円の投資を実施した。 

  

  

  

  

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
  

(3) 在外子会社 

該当事項なし。 

  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり建設仮勘定は含んでいない。 

２ 従業員数には、提出会社からの出向社員を含んでいる。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物・

構築物
機械・
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社 
(名古屋市中区)

管理業務 685 -
274

(1,206)
41 1,001 271

本社第二 
(名古屋市中区)

通信建設事業 280 -
227

(842)
30 538 111

名古屋支店 
(名古屋市港区)

通信建設事業 612 0
257

(12,977)
3 873 103

豊橋支店 
(愛知県豊橋市)

通信建設事業 165 -
913

(10,437)
3 1,082 59

静岡支店 
(静岡市葵区)

通信建設事業 146 0
273

(8,043)
4 424 50

浜松支店 
(浜松市東区)

通信建設事業 352 0
250

(11,422)
3 607 46

岐阜支店 
(岐阜県岐阜市)

通信建設事業 164 0
76

(8,403)
2 243 47

三重支店 
(三重県津市)

通信建設事業 138 0
276

(10,097)
6 422 75

電設事業本部 
(海部郡甚目寺町)

通信建設事業 118 0
665

(12,850)
19 802 144

住宅不動産事業本部 
(名古屋市中区)

住宅不動産事業 415 17
1,688

(26,181)
0 2,120 14

ｉｘ葵ビル 
(名古屋市東区)

管理業務 444 -
14

(537)
54 513 -

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物・

構築物
機械・
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱エヌディエスリース 
(名古屋市名東区)

リース他事業 40 3
301

(4,006)
4 349 52

大日通信建設㈱ 
(愛知県豊田市)

通信建設事業 224 105
451

(9,854)
9 790 142

浜松通信施設㈱ 
(浜松市北区)

通信建設事業 61 -
437

(32,910)
9 508 55

三通建設工事㈱ 
(三重県津市)

通信建設事業 84 15
386

(7,748)
4 491 89

みつぼしテクノ㈱ 
(石川県金沢市)

通信建設事業 148 2
768

(27,452)
14 932 128

東名通信工業㈱ 
(愛知県稲沢市)

通信建設事業 69 20
570

(6,669)
41 701 71



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当社グループの設備投資については、“選択と集中”によるリソースの最適配分の観点から、中期経

営計画に掲げた基本戦略に基づき、投資効率の確保に配慮して計画している。設備計画は原則的に連結

会社各社が個別に策定しているが、計画策定にあたってはグループ戦略会議等において当社を中心に調

整を行っている。 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設等の計画は以下のとおりである。 

  

 
(注) １ 上記金額は、消費税を含まない。 

    ２ 上記の他、内部統制に係るシステム費用（新経営基盤システム）として、385百万円を計画している。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はない。 

  

会社名 
事業所名

所在地
事業の種類別 
セグメントの 

名称

設備等の主
な内容

投資予定額 
(百万円)

資金調達 
方法

着手及び完了予定
完成後の 
増加能力

総額 既支払額 着手 完了

当社 

豊橋支店 

岡崎営業

所 

 

愛知県 

岡崎市
通信建設事業

営業所社

屋建替え
390 - 自己資金

平成19年 

８月

平成20年 

２月

陳腐化によ

る更新であ

り、完成後

における生

産力の増加

はない

当社 

静岡支店 

 

静岡市 

葵区
通信建設事業

支店社屋

増築
270 - 自己資金

平成19年 

９月

平成20年 

２月

陳腐化によ

る更新であ

り、完成後

における生

産力の増加

はない



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行している。 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 128,300,000

計 128,300,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 65,962,988 同左
東京証券取引所
名古屋証券取引所 
市場第一部

計 65,962,988 同左 - -

事業年度末現在 

(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 

(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 367 367

新株予約権のうち自己新株予約権の数 - -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 367,000 (注) １ 367,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 265 (注) ２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成16年７月１日 

至 平成20年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  265

資本組入額 133 (注) ３
同左



 
(注) １ 当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生

じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

      調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

２  次の(ⅰ)または(ⅱ)の事由が生じる場合、行使価額は、それぞれの次に定める算式により、調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

     (ⅰ) 当社普通株式の分割または併合が行われる場合。 

 
(ⅱ) 時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の

行使、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第79条)附則第5条第2項の規定に基づく自己株

式の譲渡を除く。)。 

 
３  新株予約権の行使により新たに当社普通株式を発行する場合において当該株式の発行価額中資本に組入れな

い額は、行使価額から、資本に組入れる額を減じた金額とする。資本に組入れる額とは、行使価額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。 

  

事業年度末現在 

(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 

(平成19年５月31日)

新株予約権の行使の条件

 新株予約権者が死亡した場

合、相続人が新株予約権を継承

し、これを行使することができ

る。また、新株予約権者が当社

または当社連結子会社の取締

役、監査役または使用人のいず

れの地位をも有さなくなった場

合にも新株予約権を行使するこ

とができる。ただし、いずれの

場合も新株予約権割当契約に定

める条件により、行使可能な新

株予約権の数および行使可能期

間等について制限がなされ、ま

たは新株予約権を当社に返還す

べきこととなることがある。 

 上記の他、各新株予約権者か

ら当社への新株予約権返還事

由、新株予約権の行使の制限そ

の他に関して定めるものとす

る。また、各新株予約権の一部

行使はできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには、

当社取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 - -

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
- -

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝
調整前 
行使価額

×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



②会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行している。 

 
（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株である。  

ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以

下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。  

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率  

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。  

３ (1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。  

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

  

事業年度末現在 提出日の前月末現在
(平成19年３月31日) (平成19年５月31日)

新株予約権の数（個）     174 （注）１ 164

新株予約権のうち自己新株予約権の数 - -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 174,000 164,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）         1 （注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年８月26日
至 平成38年８月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   1
同左

資本組入額 （注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

 
新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権を譲渡するには、当

社取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 - -

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

- -



４ (1)新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいずれの

地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権

者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日まで

の間に限り、新株予約権を行使することができる。  

(2)上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①または②に定める場合（ただし、②については、新

株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間

内に限り新株予約権を行使できるものとする。  

①新株予約権者が平成37年８月25日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成37年

８月26日から平成38年８月25日まで。 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約若

しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な

場合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日か

ら15日間。  

(3)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないもの

とする。 

  



(3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項なし。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 利益による自己株式消却による減少 1,700,000株 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式5,967,038株は、「個人その他」の欄に5,967単元及び「単元未満株式の状況」の欄に38株含まれて

いる。 

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ2単元及

び348株含まれている。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成12年３月31日
(注)

△1,700,000 65,962,988 - 5,676 - 4,425

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

- 45 22 112 42 - 4,992 5,213 -

所有株式数 
(単元)

- 21,872 448 8,717 2,070 - 31,774 64,881 1,081,988

所有株式数 
の割合(％)

- 33.7 0.7 13.4 3.2 - 49.0 100.0 -



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「みずほ信託退職給付信託(みずほ銀行口)・再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社」は、株式

会社みずほ銀行がみずほ信託銀行株式会社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の

指図権は株式会社みずほ銀行に留保されている。なお、みずほ信託銀行株式会社は、信託財産を資産管理

サービス信託銀行株式会社に再信託している。 

２ 「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベス

トメンツ株式会社信託口)」の所有株式は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた当社株式を、その

全額出資子会社であるCMTBエクイティインベストメンツ株式会社へ現物出資したものが、三井アセット信

託銀行株式会社に信託されたものであり、議決権行使の指図権はCMTBエクイティインベストメンツ株式会

社に留保されている。なお、三井アセット信託銀行株式会社は、信託財産を日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社に再信託している。 

３ 上記のほか、当社所有の自己株式5,967千株(9.04％)がある。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 3,573 5.41

ＮＤＳグループ社員持株会 名古屋市中区千代田二丁目15番18号 3,442 5.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,937 4.45

みずほ信託退職給付信託(みずほ銀
行口)・再信託受託者資産管理サー
ビス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,937 4.45

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 2,000 3.03

株式会社アイチコーポレーション
埼玉県上尾市大字領家字山下1152番地
10

1,716 2.60

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(三井アセット信託銀行
再信託分・CMTBエクイティインベ
ストメンツ株式会社信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,690 2.56

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

1,530 2.31

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,359 2.06

株式会社中京銀行 名古屋市中区栄三丁目33番13号 1,200 1.81

計 ― 22,386 33.93



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権2個)含まれ

ている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が348株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式(自己株式等) - - -

議決権制限株式(その他) - - -

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

5,967,000
- -

(相互保有株式)
普通株式

36,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

58,878,000
58,878 -

単元未満株式
普通株式

1,081,988
- -

発行済株式総数 65,962,988 - -

総株主の議決権 - 58,878 -

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本電話施設株式会社

名古屋市中区千代田二丁目
15番18号

5,967,000 - 5,967,000 9.04

(相互保有株式) 
日本協同建設株式会社

亀山市阿野田町1036番地３ 36,000 - 36,000 0.05

計 - 6,003,000 - 6,003,000 9.10



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

①第48期定時株主総会において決議された付与の状況 

当社はストックオプション制度を採用している。 

当社は平成14年６月27日第48期定時株主総会において、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づき、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び使用人に特に有利な条件で新

株予約権を発行することを特別決議した。 

当該制度の内容は次のとおりである。 

  

 
  

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社取締役    12
当社監査役         4 
当社使用人       175 
連結子会社取締役 122

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況①」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 -

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

-



②第52期定時株主総会において決議された付与の状況 

当社は平成18年６月29日第52期定時株主総会において、会社法第361条第１項の規定に基づき、当社

の取締役に株式報酬型ストックオプションとして、特に有利な条件で新株予約権を発行することを特

別決議した。 

当該制度の内容は次のとおりである。 

  

 
  

  

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役    8
当社執行役員    8

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況②」に記載している。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 -

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

-



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項なし。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

会社法第155条第３号による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

旧商法第221条第６項による取得 

 
  

会社法第155条第７号による取得 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれていない。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項、会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号に
よる普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(18年８月28日)での決議状況 
(取得期間18年８月29日)

1,567,000 664,408

当事業年度前における取得自己株式 - -

当事業年度における取得自己株式 1,567,000 664,408

残存決議株式の総数及び価額の総額 - -

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) - -

当期間における取得自己株式 - -

提出日現在の未行使割合(％) - -

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 1,522 876

当期間における取得自己株式 - -

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 35,018 15,060

当期間における取得自己株式 3,368 1,436



(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権等の

行使及び単元未満株式の買増請求による売渡しの株式は含まれていない。 

  

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

- - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

- - - -

その他(新株予約権等の行使及び単
元未満株式の買増請求による売渡
し)

109,331 37,110 10,058 3,349

保有自己株式数 5,967,038 - 5,960,348 -



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、業績に裏付けられた成果

の配分に傾注している。一方、当社は、情報通信建設事業を中心とするインフラ整備という公共性の高

い業種であり、将来にわたって安定的な経営基盤を確保する為、適正な内部留保もまた株主の利益確保

に必要不可欠であるとの認識に立っている。 

従って、業績の確保に努め安定的な配当の継続を最優先とし、財政状況、利益水準等の収益動向を勘

案し、節目節目での記念配当の上乗せを念頭に、極力株主の要請にお応えすることを基本としている。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としている。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。 

当事業年度の剰余金の配当については、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり５円とし、

中間配当金（５円）と合わせて10円としている。 

内部留保資金の使途については、上記の利益配分の基本方針に沿って安定的な経営基盤確保のため今

後の事業展開の備えとしている。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めている。 

  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額 
（円）

平成18年11月15日 
取締役会決議

299 5

平成19年6月28日 
定時株主総会決議

299 5

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 344 407 448 647 590

最低(円) 200 245 331 378 355

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 434 399 419 434 493 472

最低(円) 390 370 392 412 426 427



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役社長 

代表取締役
水 野   忠 昭和21年10月14日生

平成11年７月 西日本電信電話株式会社取締役名古

屋支店長

（注）３ 43

平成13年６月 当社入社

平成13年６月 当社IT事業推進本部副本部長

平成14年１月 当社グループ経営推進本部副本部長

平成14年６月 当社代表取締役社長 

現在に至る。

取締役 

副社長 

代表取締役

リスク管理

本部長
小 出 美 孝 昭和16年９月22日生

平成元年４月 日本電信電話株式会社神戸支店長

（注）３ 90

平成３年４月 当社入社

平成３年６月 当社常務取締役通信プラント技術本

部長兼安全品質管理本部長兼海外事

業本部副本部長兼通信プラント技術

本部線路部長

平成７年10月 当社専務取締役営業本部長

平成12年６月 当社取締役副社長グループ統括本部

長

平成13年１月 当社代表取締役副社長グループ統括

本部長

平成16年４月 当社代表取締役副社長経営管理本部

長

平成18年10月 当社代表取締役副社長リスク管理本

部長 

現在に至る。

常務取締役

ＮＴＴ事業

本部長兼Ｎ

ＧＩビジネ

ス本部長

加 藤 敏 行 昭和24年４月28日生

平成13年７月 西日本電信電話株式会社三重支店長

（注）３ 10

平成17年６月 当社入社

平成17年６月 当社取締役ＮＴＴ本部長

平成18年６月 当社常務取締役ＮＴＴ本部長

平成18年７月 当社常務取締役ＮＴＴ事業本部長

平成18年11月 当社常務取締役ＮＴＴ事業本部長兼

ＮＧＩビジネス本部長 

現在に至る。

常務取締役

安全 品 質

管理 本 部

長

有 賀   毅 昭和18年７月１日生

昭和42年４月 当社入社

（注）３ 18

平成４年９月 当社安全品質管理本部品質管理部長

平成９年４月 当社アクセス設備事業本部浜松支店

長

平成12年６月 静岡エヌディエス工事株式会社代表

取締役社長

平成13年６月 当社取締役静岡エヌディエス工事株

式会社代表取締役社長

平成14年９月 当社取締役豊橋支店長

平成18年６月 当社常務執行役員豊橋支店長

平成18年７月 当社常務執行役員ＮＴＴ事業本部豊

橋支店長

平成19年６月 当社常務取締役安全品質管理本部長 

現在に至る。



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

経営企画部

長兼シェア

ードサービ

スセンタ長

松 永 忠 良 昭和20年６月11日生

昭和44年３月 当社入社

（注）３ 28

平成３年７月 当社業務本部経理部長

平成10年６月 株式会社エヌディエスリース専務取

締役

平成12年６月 当社グループ統括本部企画部長

平成14年６月 当社取締役グループ経営推進本部企

画グループ部長兼事業開発グループ

部長

平成18年４月 当社取締役経営管理本部経営企画 

室長兼経営管理本部シェアードサー

ビスセンタ長

平成18年７月 当社取締役経営企画部長兼シェアー

ドサービスセンタ長 

現在に至る。

取締役

総務部長兼

コンプライ

アンス統括

室長兼リス

ク管理本部

法務部長

吉 川   努 昭和27年６月７日生

平成14年４月 株式会社ＵＦＪ銀行金山支店長

（注）３ 11

平成14年７月 当社入社

平成14年７月 当社グループ経営推進本部担当部長

平成15年１月 当社経営管理本部総務部長

平成16年６月 当社取締役経営管理本部総務部長兼

コンプライアンス統括室長

平成18年２月 当社取締役経営管理本部総務部長兼

経営管理本部企業調査部長兼コンプ

ライアンス統括室長

平成18年７月 当社取締役総務部長兼コンプライア

ンス統括室長

平成18年10月 当社取締役総務部長兼コンプライア

ンス統括室長兼リスク管理本部法務

部長 

現在に至る。

取締役

ネットワー

ク事業本部

長

鈴 木 雄 二 昭和24年４月17日生

平成14年６月 株式会社エヌ・ティ・ティドコモ東

海取締役静岡支店長

（注）３ 10

平成15年６月 当社入社

平成15年６月 当社取締役ネットワーク事業本部長

平成17年10月 当社取締役ネットワーク事業本部長

兼電設事業本部副本部長

平成18年６月 当社常務執行役員ネットワーク事業

本部長兼電設事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役ネットワーク事業本部長 

現在に至る。

取締役

電設事業本

部長兼営業

推進本部長

井 戸 田 誠 昭和23年12月24日生

平成17年６月 株式会社トーエネック取締役兼執行

役員技術本部長

（注）３ 5

平成18年10月 当社入社

平成18年10月 当社電設事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役電設事業本部長兼営業推

進本部長 

現在に至る。



 
(注) １ 監査役千原敏、足立邦彦及び本多立太郎は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

２ 当社では、平成18年６月29日より、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制

度を導入した。 

３ 平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時までである。 

４ 平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の時までである。 

５ 平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時までである。 

６ 平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会の終結の時までである。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 伊 藤 誠 二 昭和15年12月７日生

平成６年３月 日本電信電話株式会社三河支店長

（注）４ 40

平成８年４月 当社入社

平成８年４月 当社営業本部技師長

平成８年６月 当社取締役安全品質管理本部長

平成12年６月 当社常務取締役営業本部長兼第一

営業部長

平成14年９月 当社常務取締役ＮＴＴ本部長兼Ｎ

ＴＴ本部営業部長

平成17年６月 当社常勤監査役 

現在に至る。

監査役 千 原   敏 昭和16年６月20日生

平成15年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ネオ

メイト・サービス東海代表取締役

社長退任 （注）４ -

平成16年６月 当社監査役 

現在に至る。

監査役 足 立 邦 彦 昭和15年10月８日生

平成16年７月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ東海特別参与
（注）５ -

平成17年６月 当社監査役 

現在に至る。

監査役 本 多 立太郎 昭和21年６月３日生

平成16年６月 株式会社エフエム愛知代表取締役

社長
（注）６ -

平成18年６月 当社監査役 

現在に至る。

計 255



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、株主はじめ取引先、地域社会ならびに従業員等、さまざまなステークホルダーにと

って価値増大を図るべく、コンプライアンス経営に基づく迅速な経営意思決定および業務執行が必要不

可欠であるものと考えている。 

  

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

①会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度を採用しており、基本的な経営管理組織としては、取締役会、監査役会、経営会

議およびグループ戦略会議がある。 

平成19年６月28日現在、取締役会は取締役８名（社長、副社長、常務２名、取締役４名）で構成さ

れ、原則月１回開催している。監査役会は監査役４名（うち社外監査役３名）で構成され、取締役会

に出席し経営に対する監視機能の強化に努めている。なお、平成18年６月29日より執行役員制度を導

入し、経営の意思決定・監督と執行の分離、業務執行の迅速化を図っている。 

  

当社グループの経営組織およびコーポレート・ガバナンス体制（平成18年７月１日組織改正後）の

概要は次のとおりである。 

  

  
 

  



②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

取締役会は、当社の経営に関わる重要な事項や法令で定められた事項について意思決定を行うとと

もに、業務執行状況を監督しており、監査役が取締役会に出席することで経営監視体制をとってい

る。法で定める取締役会に加え、「経営会議」（経営全体を見渡せる責任ある役職メンバーで構成）

を月２回から４回、グループ全体での各種施策の浸透・課題の共有化を目的とする「ＮＤＳグループ

戦略会議」を年２回の頻度で開催するなど、よりきめ細かく業務執行を図るべく経営機能の強化に努

めている。 

また、当社では法令遵守ならびに企業倫理を高めるべく「コンプライアンス委員会」「コンプライ

アンス統括室」および「企業倫理ヘルプライン」を設置し、グループ一丸となってコーポレート・ガ

バナンスの一層の向上に努めている。 

なお、当社は、会社法第362条第4項第6号および会社法施行規則第100条に基づき、平成18年４月28

日開催の取締役会においてＮＤＳグループの「内部統制システム整備に関する基本方針」を制定し

た。その主な内容は以下のとおりである。 

  

イ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項 

ロ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

ハ 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制および取締役・使用人の職務

執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

ニ ＮＤＳグループにおける企業集団の業務の適正を確保するための体制 

ホ 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制な

らびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

ヘ 取締役および使用人が監査役会への報告するための体制 

ト その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  

今後は、制定した基本方針に基づいた具体的な内部統制システムの構築を実施する。 

  

③内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査については、内部監査部門として内部監査室（所属員４名）を設置し、当社ならびに連結

子会社も含めた内部監査を実施しており、定期的に監査役とも連携している。 

監査役監査については、取締役会への出席のほか、常勤監査役がその他の重要な会議への出席、会

計監査人の監査の立会い、取締役からの業務執行の聴取等を行って、「監査役会」を中心とした監査

を行っている。 

  



④会計監査の状況 

会計監査については、みすず監査法人と監査契約を締結し会計監査を受けている。当社の監査業務

を執行した公認会計士は、山川勝、加藤浩幸の２名であり、監査業務に係る補助者の構成は、公認会

計士４名、会計士補１名及びその他３名である。 

  

⑤社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社は社外取締役を選任していない。 

当社の社外監査役足立邦彦氏は㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海の特別参与であり、同社は当社株

式562,837株を保有し、当社は同社から電気通信設備工事を受注している。その他に関しては社外監

査役３名と当社との間に特別の利害関係はない。 

  

(2)リスク管理体制の整備の状況 

経営戦略の意思決定に関するリスクに対しては、「経営会議」にて事前にリスク分析、対策等の審議

を行っている。また事業遂行に関するリスクに対しては、関係部門が連携し、必要に応じて顧問弁護士

の助言を受けるなど、リスク管理体制を整備している。今後は「内部統制システム整備に関する基本方

針」に基づき、各種リスクに関する規程を整備するとともに、「情報セキュリティ運営委員会」「重要

資産委員会」「安全品質管理委員会」「コンプライアンス委員会」の４つの専門委員会とそれらを統括

する「ＣＳＲ・リスク管理委員会」を設置し、ＮＤＳグループ全体のリスク管理体制を構築していく。

  

(3)役員報酬及び監査報酬の内容 

取締役及び監査役の年間報酬総額 

取締役 ８名  162百万円（当社には社外取締役はいない。） 

監査役 ４名   29百万円（うち社外監査役 ３名  8百万円） 

（注）当期中の退任取締役５名及び退任監査役１名に対する報酬を含んでいない。 

    

(4)監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  20百万円 

上記以外の業務（非監査業務）として、内部統制アドバイザリー・サービスを委託している。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)に準じて記載している。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和

24年建設省令第14号)により作成している。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則及び建

設業法施行規則に基づき、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務

諸表等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついては、中央青山監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、みすず監査法人により監査を受けている。 

なお、従来から当社が監査を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みす

ず監査法人となった。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

  

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 ※２ 8,485 4,898

   受取手形・完成工事 

   未収入金等
※７ 14,922 16,286

   有価証券 1,029 508

   未成工事支出金等 4,867 4,975

   仕掛不動産 999 1,072

   販売用不動産 427 764

   繰延税金資産 834 709

   その他 593 1,038

   貸倒引当金 △21 △261

   流動資産合計 32,138 47.4 29,991 46.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※2,4

   建物・構築物 4,910 5,178

   機械・運搬具・ 

   工具器具備品
2,419 3,000

   リース資産 1,513 1,787

   土地 9,086 8,597

   建設仮勘定 2 0

   有形固定資産合計 17,932 26.4 18,564 28.6

 (2) 無形固定資産 477 0.7 494 0.8

 (3) 投資その他の資産

   投資有価証券 ※1,2 15,227 13,227

   長期貸付金 208 236

   繰延税金資産 661 1,030

   その他 ※１ 1,393 1,337

   貸倒引当金 △197 △111

   投資その他の資産合計 17,294 25.5 15,719 24.3

   固定資産合計 35,704 52.6 34,778 53.7

   資産合計 67,842 100.0 64,769 100.0



前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形・ 

   工事未払金等
4,920 4,135

   短期借入金 ※２ 4,808 3,522

   一年以内償還予定社債 5,000 -

   未払法人税等 284 891

   未成工事受入金等 826 488

   賞与引当金 1,404 1,459

   役員賞与引当金 - 39

   その他 2,568 3,485

   流動負債合計 19,814 29.2 14,021 21.6

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 4,821 8,864

   退職給付引当金 4,838 4,787

   役員退職慰労引当金 667 337

   連結調整勘定 5 -

   その他 2,665 2,521

   固定負債合計 12,999 19.2 16,511 25.5

   負債合計 32,813 48.4 30,533 47.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 2,608 3.8 - -

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 5,676 8.4 - -

Ⅱ 資本剰余金 4,425 6.5 - -

Ⅲ 利益剰余金 20,162 29.7 - -

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,543 5.2 - -

Ⅴ 自己株式 ※６ △1,386 △2.0 - -

  資本合計 32,420 47.8 - -

  負債、少数株主持分 

  及び資本合計
67,842 100.0 - -



 

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 (1) 資本金 - - 5,676 8.8

 (2) 資本剰余金 - - 4,425 6.8

 (3) 利益剰余金 - - 20,723 32.0

 (4) 自己株式 - - △2,030 △3.1

   株主資本合計 - - 28,795 44.5

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券評価 

   差額金
- - 2,984 4.6

   評価・換算差額等合計 - - 2,984 4.6

Ⅲ 新株予約権 - - 57 0.1

Ⅳ 少数株主持分 - - 2,398 3.7

  純資産合計 - - 34,236 52.9

  負債純資産合計 - - 64,769 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比 

(％)
金額(百万円)

百分比 

(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 55,205 58,854

   兼業事業売上高 11,409 66,615 100.0 12,752 71,606 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 48,198 51,858

   兼業事業売上原価 9,677 57,876 86.9 10,802 62,660 87.5

   売上総利益

   完成工事総利益 7,006 6,995

   兼業事業総利益 1,732 8,739 13.1 1,949 8,945 12.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 6,975 10.5 7,123 10.0

   営業利益 1,763 2.6 1,821 2.5

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 90 115

   受取配当金 132 166

   受取賃貸料 120 75

   受取保険配当金 66 -

   持分法による投資利益 39 -

   その他 134 584 0.9 147 504 0.7

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 238 210

   支払手数料 - 42

   貸倒引当金繰入額 57 -

   持分法による投資損失 - 10

   その他 48 344 0.5 45 309 0.4

   経常利益 2,004 3.0 2,017 2.8

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 27 8

   固定資産売却益 ※３ 22 55

   投資有価証券売却益 1,171 1,191

   貸倒引当金戻入益 5 6

   その他 153 1,381 2.1 6 1,269 1.8



前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比 

(％)
金額(百万円)

百分比 

(％)

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 22 12

   固定資産処分損 ※４ 112 80

   投資有価証券評価損 0 175

   減損損失 ※５ 1,085 220

   貸倒引当金繰入額 - 236

   その他 16 1,237 1.9 50 776 1.1

   税金等調整前当期純利益 2,147 3.2 2,509 3.5

   法人税、住民税及び 

   事業税
308 955

   法人税等調整額 1,177 1,485 2.2 118 1,074 1.5

   少数株主利益 38 0.1 129 0.2

   当期純利益 624 0.9 1,305 1.8



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,425

Ⅱ 資本剰余金期末残高 4,425

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 20,279

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 624 624

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 582

   役員賞与 155

   自己株式処分差損 4 741

Ⅳ 利益剰余金期末残高 20,162



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,676 4,425 20,162 △1,386 28,877

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △307 △307

 剰余金の配当 △299 △299

 役員賞与（注） △133 △133

 当期純利益 1,305 1,305

 自己株式の取得 △681 △681

 自己株式の処分 △3 37 33

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
- - 561 △644 △82

平成19年３月31日残高(百万円) 5,676 4,425 20,723 △2,030 28,795

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他
評価・換算 

差額等合計
有価証券

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,543 3,543 - 2,608 35,028

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △307

 剰余金の配当 △299

 役員賞与（注） △133

 当期純利益 1,305

 自己株式の取得 △681

 自己株式の処分 33

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)
△558 △558 57 △209 △709

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
△558 △558 57 △209 △792

平成19年３月31日残高(百万円) 2,984 2,984 57 2,398 34,236



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 2,147 2,509

   減価償却費 1,794 1,874

   減損損失 1,085 220

   退職給付引当金の減少額 △150 △51

   賞与引当金の増減額 △283 54

   貸倒引当金の増減額 △238 154

   受取利息及び受取配当金 △222 △281

   支払利息 238 210

   為替差損益 △5 △0

   持分法による投資損益 △39 10

   固定資産売却益 △22 △55

   固定資産処分損 112 80

   売上債権の増減額 2,926 △2,247

   たな卸資産の増加額 △381 △616

   仕入債務の減少額 △1,166 △586

   長期未払金の減少額 △514 △477

   役員賞与の支払額 △185 △155

   その他 △695 △435

    小計 4,397 206

   利息及び配当金の受取額 226 286

   利息の支払額 △238 △207

   法人税等の支払額 △186 △348

  営業活動によるキャッシュ・フロー 4,199 △62

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △423 △191

   定期預金の払戻による収入 451 306

   有形固定資産の取得による支出 △2,866 △3,003

   有形固定資産の売却による収入 160 144

   投資有価証券の取得による支出 △2,403 △1,262

   投資有価証券の売却・償還による収入 3,440 3,856

   貸付けによる支出 △309 △420

   貸付金の回収による収入 604 462

   その他 △446 △504

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,791 △611



前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 231 6

   長期借入による収入 1,872 5,740

   長期借入金の返済による支出 △2,346 △2,063

   新株予約権の行使による収入 93 24

   社債の償還による支出 - △5,000

   自己株式の取得による支出 △23 △680

   配当金の支払額 △582 △607

   少数株主への配当金の支払額 △34 △27

   その他 9 12

  財務活動によるキャッシュ・フロー △778 △2,595

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 5 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 1,634 △3,269

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,276 7,911

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 7,911 4,641



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

１ 連結の範囲に関する

事項

(1) 連結子会社数    24社 

  連結子会社名は、「第１ 企業の 

 概況 ４ 関係会社の状況」に記載 

 のとおりである。 

 

(1) 連結子会社数    23社 

 連結子会社名は、「第１ 企業の概

況 ４ 関係会社の状況」に記載のと

おりである。 

 従来、連結子会社 であった三和建設

㈱は、保有株式売却に伴い関連会社と

なったため、当連結会計年度より連結

の範囲から除外し持分法適用関連会社

としている。 

 

 みつぼしテクノ㈱は平成18年７月１

日付で三星通信建設㈱より社名を変更

している。 

 

(2) 非連結子会社の名称等

  非連結子会社の名称

   サンヴィトレ・エヌディエス

㈱、三 星 サ ン ワ ㈱、㈱ 福 井 サ

ンワ、㈱丸栄サンワ、㈲三通シス

  テム、㈲三通特機、㈱東豊警備

(2) 非連結子会社の名称等

  非連結子会社の名称

   三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、

㈱丸栄サンワ、㈲三通システム、

  ㈱東豊警備

  連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社７社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除いてい

る。

  連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社５社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除いてい

る。

２ 持分法の適用に関す

る事項

(1) 持分法を適用した関連会社数４社

  会社の名称

   ㈱東海通信資材サービス、名古

屋電話工事㈱、日本協同建設㈱、

布目電話工業㈱

(1) 持分法を適用した関連会社数５社

  会社の名称

   ㈱東海通信資材サービス、名古

屋電話工事㈱、日本協同建設㈱、

布目電話工業㈱、三和建設㈱

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社

  非連結子会社

   サンヴィトレ・エヌディエス

㈱、三星サンワ㈱、㈱福井サン

ワ、㈱丸栄サンワ、㈲三通システ

ム、㈲三通特機、㈱東豊警備

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社

  非連結子会社

   三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、

㈱丸栄サンワ、㈲三通システム、

㈱東豊警備

  関連会社

   エヌディエス名通エンジニアリ

ング㈱、㈱エヌディエスオオイ

ワ、ブリッジ・モーション・トゥ

モロー㈱

  持分法を適用しない理由

   上記の持分法非適用の非連結子

会社及び関連会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分

法の適用から除外している。

  関連会社

   エヌディエス名通エンジニアリ

ング㈱、㈱エヌディエスオオイ

ワ、ブリッジ・モーション・トゥ

モロー㈱

  持分法を適用しない理由

   上記の持分法非適用の非連結子

会社及び関連会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分

法の適用から除外している。



  

 
  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

３ 連結子会社の事業年

度等に関する事項

   連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致している。

   同左

４ 会計処理基準に関す

る事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)

    時価のないもの

    …移動平均法による原価法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)

    時価のないもの

    …同左

 ② たな卸資産

未成工事支出金 個別法による原価法

仕掛品 個別法による原価法

仕掛不動産 個別法による原価法

販売用不動産 個別法による原価法

商品 移動平均法による原
価法

材料貯蔵品 主として移動平均法
による原価法

 ② たな卸資産

未成工事支出金 同左

仕掛品 同左

仕掛不動産 同左

販売用不動産 同左

商品 同左

材料貯蔵品 同左

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

   定率法。

   なお、主な耐用年数は次のとお

りである。

建物・構築物 ３年～50年

   ただし、リース資産はリース期

間を耐用年数とし、リース期間満

了時の見積処分価額を残存価額と

する定額法。

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

   同左

   

   

 ② 無形固定資産

   定額法。ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく

定額法。

 ② 無形固定資産

   同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上している。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上している。

 ② 賞与引当金

   同左



 
  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

──────────  ③ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上している。

 ④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末に発

生していると認められる額を計上

している。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定率法

により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存期間以内の一定の年数

（12年）による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理している。

 ④ 退職給付引当金

   同左

 ⑤ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上している。

 ⑤ 役員退職慰労引当金

   連結子会社において、役員の退

職慰労金の支給に充てるため、内

規に基づく期末要支給額を計上し

ている。 

 当社は、役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規に基づく期

末要支給額を計上していたが、平

成18年6月29日の定時株主総会終結

の時をもって、役員退職慰労金制

度を廃止した。これに伴い、平成

18年6月29日までの在任期間に対す

る未払い分295百万円については

「役員退職慰労引当金」を取りく

ずし、固定負債の「その他」に含

めて表示している。

(4) 完成工事高の計上基準

  完成工事高の計上は、工事完成基

準によっているが、長期大型(工期１

年以上、請負金額４億円以上)の工事

については、工事進行基準によって

いる。なお、当連結会計年度におい

て工事進行基準による完成工事高は

ない。

(4) 完成工事高の計上基準

  完成工事高の計上は、工事完成基

準によっているが、長期大型(工期１

年以上、請負金額４億円以上)の工事

については、工事進行基準によって

いる。なお、当連結会計年度におい

て工事進行基準による完成工事高は

ない。 

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

(5) 重要なリース取引の処理方法

  同左



項目 前連結会計年度 当連結会計年度

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たす金利スワ

ップ取引については、特例処理を採

用している。

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  同左

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

    税抜方式

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

    同左

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

いる。

 同左

６ 連結調整勘定の償却

に関する事項

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っている。

──────────

７ のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項

──────────  のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っている。

８ 利益処分項目等の取

扱いに関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成してい

る。

──────────

９ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなる。

 同左



会計処理の変更 

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から、「固定資産の減損に係る会計

基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会平成15年10月31日企業会計基準適用指針

第6号)を適用している。 

 これにより、営業利益及び経常利益が2百万円増加

し、税金等調整前当期純利益が1,082百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ている。

       ──────────

        ────────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第4号）を適用している。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益が172百万円減少している。  

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載している。 

        ────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基

準適用指針第8号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

31,779百万円である。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成している。

        ────────── （ストック・オプション等に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第8号）及び「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正 平成18年5月31日企業会計基準適用指

針第11号）を適用している。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益が57百万円減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載している。



表示方法の変更 

  

 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

（連結損益計算書）

１ 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含

めて表示していた「受取保険配当金」（前連結会計

年度3百万円）は、営業外収益の総額の100分の10を

超えることとなったため、当連結会計年度から区分

掲記している。

２ 前連結会計年度まで区分掲記していた「連結調整

勘定償却額」（当連結会計年度5百万円）は、営業外

収益の100分の10以下であるため当連結会計年度から

営業外収益の「その他」に含めて表示している。

  

─────────



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。

投資有価証券(株式) 1,042百万円

投資その他の資産その他(出資金) 8

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次

のとおりである。

投資有価証券(株式) 1,083百万円

 

 

※２ 担保提供資産

建物 251百万円

土地 2,095

定期預金 171

担保対応債務

長期借入金 1,958百万円

短期借入金 1,901

上記の他、営業保証金の代用として投資有価証券

14百万円を供託している。

 

 

※２ 担保提供資産

建物 266百万円

土地 1,875

担保対応債務

長期借入金 1,476百万円

短期借入金 1,702

上記の他、営業保証金の代用として投資有価証

券14百万円を供託している。

 ３ 保証債務

   以下の借入に対し、債務の保証を行っている。

社員の住宅資金の借入について
保証を行っている。

15百万円

社員の機器購入等の借入につい
て保証を行っている。

0

 ３ 保証債務

   以下の借入に対し、債務の保証を行っている。

社員の住宅資金等の借入について
保証を行っている。

13百万円

※４ 減価償却累計額

14,953百万円

※４ 減価償却累計額

15,111百万円

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式65,962千株で

ある。

──────────

※６ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の数は、普通株式4,546千株である。

────────── 

 

※７     ──────────

 

※７ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。な

お、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が連結会計年度末残高に

含まれている。

受取手形 17百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

従業員給料手当 2,591百万円

貸倒引当金繰入額 12

賞与引当金繰入額 226

退職給付費用 353

役員退職慰労引当金繰入額 167

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

従業員給料手当 2,843百万円

貸倒引当金繰入額 4

賞与引当金繰入額 264

退職給付費用 349

役員退職慰労引当金繰入額 76

役員賞与引当金繰入額 39

※２ 研究開発費の総額は34百万円(一般管理費)であ

る。

※２ 研究開発費の総額は26百万円(一般管理費)であ

る。

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

土地 17百万円

機械・運搬具・工具器具備品 4

計 22

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

土地 54百万円

機械・運搬具・工具器具備品 1

計 55

※４ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

土地 70百万円

建物・構築物 2

機械・運搬具・工具器具備品 26

無形固定資産 12

計 112
 

※４ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

土地 2百万円

建物・構築物 68

機械・運搬具・工具器具備品 10

計 80

 

※５ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地
名古屋市天白区 
他

賃貸資産 土地
名古屋市北区 
日進市

賃貸資産 土地、建物
東京都品川区 
名古屋市中区

当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルー

ピングを行っているが、現在未稼動で今後も事業の用

に供する予定のないものについては遊休資産としてグ

ルーピングしている。

上記の資産について、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスである資産グループ及び遊休状態にあ

り今後も使用の目処が立っていない資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、それぞれ829百万

円及び255百万円、合計1,085百万円の減損損失を計上

している。

減損損失の内訳は、土地972百万円、建物112百万円

である。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、重要性の高い資産グループに

ついては、不動産鑑定士による鑑定評価額により、そ

の他の資産グループについては固定資産税評価額を合

理的に調整した正味売却価額により測定している。

 

※５ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上した。

用途 種類 場所

賃貸資産 土地
愛知県豊橋市 
愛知県蒲郡市

当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルー

ピングを行っている。 

 上記の資産については、継続的な地価の下落により

収益性が著しく低下したため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し220百万円の減損損失を計上している。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、重要性の高い資産グループに

ついては、不動産鑑定士による鑑定評価額によること

としているが、その他の資産グループについては路線

価による相続税評価額及び固定資産税評価額等を合理

的に調整した正味売却価額により測定している。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式数の増加1,605千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加1,567千株、単元未満

株式の買取による増加36千株等である。  

普通株式の自己株式の減少109千株は、新株予約権等の行使による105千株、単元未満株式の売渡しによる減少4

千株である。 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 65,962 - - 65,962

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 4,546 1,605 109 6,042

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

- - - - - 57

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 307 5 平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 299 5 平成18年9月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 299 5 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

(リース取引関係) 

  

   

前連結会計年度 当連結会計年度

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 8,485百万円

有価証券勘定 1,029

計 9,515

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△650

公社債投資信託及びMMF以外の
有価証券

△953

現金及び現金同等物 7,911

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,898百万円

有価証券勘定 508

計 5,406

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△363

公社債投資信託及びMMF以外の
有価証券

△401

現金及び現金同等物 4,641

前連結会計年度 当連結会計年度

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引

 借手側  ① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

 ① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械・ 
運搬具

72 43 29

工具器具 
・備品

33 32 0

合計 106 76 29

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械・
運搬具

37 20 16

工具器具
・備品

7 7 -

合計 45 28 16

 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。

 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 12百万円

１年超 17

計 29

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 5百万円

１年超 11

計 16

 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。

 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。

 ③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 19

 ③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7



次へ 

 

前連結会計年度 当連結会計年度

 ④ 減価償却費相当額の算出方法

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

 ④ 減価償却費相当額の算出方法

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

 貸手側  ① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高

 ① リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

リース 
資産

3,326 1,813 1,513

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

リース
資産

3,957 2,169 1,787

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 464百万円

１年超 1,133

計 1,597

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 549百万円

１年超 1,230

計 1,780

 ③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

受取リース料 588百万円

減価償却費 516

受取利息相当額 103

 ③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

受取リース料 663百万円

減価償却費 518

受取利息相当額 119

 ④ 利息相当額の算定方法

   利息相当額の各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

 ④ 利息相当額の算定方法

   利息相当額の各期への配分方法

については、利息法によってい

る。



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分

前連結会計年度(平成18年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えるもの

株式 3,313 9,551 6,237

債券 1,346 1,364 18

その他 302 333 31

小計 4,961 11,249 6,287

(2) 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えないもの

株式 136 120 △16

債券 2,049 1,880 △168

その他 967 928 △38

小計 3,153 2,929 △223

合計 8,115 14,178 6,063

 

売却額 
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額 
(百万円)

2,282 1,181 7

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 マネーマネジメントファンド 76

 非上場株式 960

合計 1,036

 

１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

１ 債券

 (1) 国債・地方債等 - 15 10 -

 (2) 社債 900 1,100 300 -

 (3) その他 - - - 1,000

２ その他

 投資信託 - 359 532 369

合計 900 1,474 842 1,369



次へ 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  
３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

区分

当連結会計年度(平成19年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えるもの

株式 3,086 8,419 5,333

債券 677 681 3

その他 350 392 42

小計 4,113 9,493 5,380

(2) 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えないもの

株式 470 386 △84

債券 1,538 1,361 △176

その他 568 549 △18

小計 2,577 2,297 △280

合計 6,691 11,791 5,099

 

売却額 
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額 
(百万円)

2,926 1,194 36

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 マネーマネジメントファンド 106

 非上場株式 763

合計 869

１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

１ 債券

 (1) 国債・地方債等 - 155 10 -

 (2) 社債 395 240 200 -

 (3) その他 - 116 100 1,000

２ その他

 投資信託 66 250 250 347

合計 461 761 560 1,347



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

１ 取引の状況に関する事項 

 当社及び一部の子会社が金利関連のスワップ取引を行っているが、借入金残高の範囲内で利用す

ることとしており、投機的な取引は行わない方針である。金利スワップ取引は、借入金に係る資金

調達コストの低減を図る目的で利用しているが、市場金利変動によるリスクを有している。 

 デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行

によるリスクはほとんどないものと認識している。 

 なお、デリバティブ取引の実行及び管理は各社の経理担当部署で行っているが、利用目的が限定

され取引頻度が高くないため、取引に関する管理規定は特に設けていない。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いている。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

１ 取引の状況に関する事項 

 当社及び一部の子会社が金利関連のスワップ取引を行っているが、借入金残高の範囲内で利用す

ることとしており、投機的な取引は行わない方針である。金利スワップ取引は、借入金に係る資金

調達コストの低減を図る目的で利用しているが、市場金利変動によるリスクを有している。 

 デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行

によるリスクはほとんどないものと認識している。 

 なお、デリバティブ取引の実行及び管理は各社の経理担当部署で行っているが、利用目的が限定

され取引頻度が高くないため、取引に関する管理規定は特に設けていない。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いている。 

  



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
  
１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度、前払退職金制度、確定給付年金制度及び確定拠出年金制度を併用してい

る。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とさ

れていない割増退職金を支払う場合がある。 

当期末現在、連結子会社３社は当社と同じ制度を採用しているが、他の連結子会社は退職一時金制度

を４社、適格退職年金制度を７社、確定拠出年金制度を３社が採用している他、一部の連結子会社は中

小企業退職金共済制度を採用している。 

  
２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

  

 
(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  
３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上している。 

  
４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

 

イ 退職給付債務 △11,272百万円

ロ 年金資産 4,616

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,655

ニ 未認識数理計算上の差異 2,216

ホ 未認識過去勤務債務 △399

ヘ 連結貸借対照表計上純額(ハ＋ニ＋ホ) △4,838

ト 前払年金費用 -

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △4,838

イ 勤務費用 (注)１ 381百万円

ロ 利息費用 221

ハ 期待運用収益 △89

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 326

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △103

ヘ 確定拠出年金に係る拠出額等 531

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ト) 1,268

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 2.5％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 12年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理している。)

ホ 過去勤務債務の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定率法により費用処理している。)

 



前へ   次へ 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
  
１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度、前払退職金制度、確定給付年金制度及び確定拠出年金制度を併用してい

る。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とさ

れていない割増退職金を支払う場合がある。 

当期末現在、連結子会社３社は当社と同じ制度を採用しているが、他の連結子会社は退職一時金制度

を６社、適格退職年金制度を７社、確定拠出年金制度を２社が採用している他、一部の連結子会社は中

小企業退職金共済制度を採用している。 

  
２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

  

 
(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  
３ 退職給付費用に関する事項(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上している。 

  
４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

イ 退職給付債務 △11,044百万円

ロ 年金資産 4,771

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,272

ニ 未認識数理計算上の差異 1,802

ホ 未認識過去勤務債務 △316

ヘ 連結貸借対照表計上純額(ハ＋ニ＋ホ) △4,787

ト 前払年金費用 -

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △4,787

イ 勤務費用 (注)１ 393百万円

ロ 利息費用 224

ハ 期待運用収益 △103

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 294

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △82

ヘ 確定拠出年金に係る拠出額等 526

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ト) 1,252

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 2.5％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 12年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理している。)

ホ 過去勤務債務の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定率法により費用処理している。)



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名 

   販売費及び一般管理費の株式報酬費用  57百万円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

 
（注）１ 新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員の

いずれの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この

場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）

から５年を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。 

２ 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①または②に定める場合（ただし、②につい

ては、新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それ

ぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。  

(1) 新株予約権者が平成37年８月25日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平

成37年８月26日から平成38年８月25日まで。  

(2) 当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換

契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会

決議が不要な場合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、

当該承認日の翌日から15日間。  

３ 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができ

ないものとする。  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役      12

当社監査役       4

当社使用人        175

連結子会社取締役 122

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 1,417,000

付与日 平成14年10月17日

権利確定条件 -

対象勤務期間 -

権利行使期間 自 平成16年７月１日

至 平成20年６月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役    8

当社執行役員 8

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 174,000

付与日 平成18年８月25日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 -

権利行使期間 自 平成18年８月26日

至 平成38年８月25日（注）



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 
  

② 単価情報 

 
  

３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

(1) 使用した算定技法 

ブラック・ショールズ法 

(2) 使用した基礎数値及びその見積方法 

① 株価変動性    35.323％ 

平成８年８月26日～平成18年８月25日の株価実績に基づき算定 

② 予想残存期間   10年 

合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点と推定している。 

③ 予想配当     10円 

平成18年３月期の配当実績による。 

④ 無リスク利子率  1.687％ 

予想残存期間に対応した期間の国債の利回り。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

将来の失効数の合理的な見積もりは困難である為、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ている。 

  

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成18年６月29日

権利確定前

期首（株） - -

付与（株） - 174,000

失効（株） - -

権利確定（株） - 10,000

未確定残（株） - 164,000

権利確定後

期首（株） 445,000 -

権利確定（株） - 10,000

権利行使（株） 78,000 -

失効（株） - -

未行使残（株） 367,000 10,000

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成18年６月29日

権利行使価格（円） 265 1

行使時平均株価（円） 451 -

付与日における公正な評価単価（円） - 331



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 124

賞与引当金 569

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,964

減価償却費損金算入限度超過額 166

役員退職慰労引当金 270

長期未払金 918

販売用不動産評価損 41

有価証券評価損 217

その他有価証券評価差額金 90

繰越欠損金 571

その他 393

 繰延税金資産小計 5,329

評価性引当額 △966

 繰延税金資産合計 4,363

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △317

その他有価証券評価差額金 △2,550

 繰延税金負債合計 △2,867

  繰延税金資産の純額 1,495

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

貸倒引当金 134

賞与引当金 591

退職給付引当金 1,937

減価償却費 154

役員退職慰労引当金 257

長期未払金 724

販売用不動産評価損 35

投資有価証券評価損 290

その他有価証券評価差額金 112

繰越欠損金 306

その他 550

繰延税金資産小計 5,095

評価性引当額 △856

繰延税金資産合計 4,239

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △318

その他有価証券評価差額金 △2,181

繰延税金負債合計 △2,500

 繰延税金資産の純額 1,739

 

  連結貸借対照表計上額は以下のとおりである。

流動資産―繰延税金資産 834百万円

固定資産―繰延税金資産 661

  連結貸借対照表計上額は以下のとおりである。

流動資産―繰延税金資産 709百万円

固定資産―繰延税金資産 1,030

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 4.5

 受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△1.1

 住民税均等割等 1.8

 評価性引当額 23.8

 その他 △0.4

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 69.2

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 5.6

 受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△1.2

 住民税均等割等 1.7

 評価性引当額 △4.3

 その他 0.4

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.8



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案している。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

(1) 通信建設事業…………電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事

業 

(2) 情報サービス事業……情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事

業 

(3) 住宅不動産事業………マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業

(4) リース他事業…………リース・レンタルに関する事業及び通信機器・ＯＡ機器の製造・販売他 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（20,176百万円）の主なものは、提出会社での余裕運用

資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度

から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比

べ、資産は通信建設事業について23百万円、住宅不動産事業について333百万円少なく計上している。 

  

通信建設 
事業 

(百万円)

情報 
サービス 
事業 

(百万円)

住宅不動産
事業 

(百万円)

リース他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する
売上高

55,148 4,117 1,992 5,355 66,615 - 66,615

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

56 2 1 2,423 2,484 (2,484) -

計 55,205 4,120 1,993 7,779 69,099 (2,484) 66,615

営業費用 53,713 4,005 1,980 7,685 67,385 (2,534) 64,851

営業利益 1,492 114 13 94 1,714 49 1,763

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

資産 33,646 1,374 4,155 8,489 47,665 20,176 67,842

減価償却費 535 17 78 957 1,589 205 1,794

減損損失 23 - 333 - 357 727 1,085

資本的支出 1,563 49 3 1,240 2,856 69 2,926



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案している。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

(1) 通信建設事業…………電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事

業 

(2) 情報サービス事業……情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事

業 

(3) 住宅不動産事業………マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業

(4) リース他事業…………リース・レンタルに関する事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス及び通信

機器・ＯＡ機器の製造・販売他 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（16,503百万円）の主なものは、提出会社での余裕運用

資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

４ 「役員賞与に関する会計基準」 

「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」を適用している。

これに伴い、従来の方法に比べ、当連結会計年度の営業費用は、通信建設事業は106百万円、情報サービス 

事業は33百万円、住宅不動産事業は3百万円、リース他事業は28百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減

少している。 

５ 「ストック・オプション等に関する会計基準等」  

「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」を適用している。これに伴い、従来の方法に比

べ、当連結会計年度の営業費用は、通信建設事業は54百万円、住宅不動産事業は1百万円、リース他事業は2

百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少している。  

  

通信建設 
事業 

(百万円)

情報 
サービス 
事業 

(百万円)

住宅不動産
事業 

(百万円)

リース他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する
売上高

58,854 4,306 2,227 6,218 71,606 - 71,606

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

49 2 1 2,495 2,548 (2,548) -

計 58,903 4,308 2,229 8,713 74,155 (2,548) 71,606

営業費用 57,529 4,141 2,123 8,576 72,370 (2,586) 69,784

営業利益 1,373 167 105 137 1,784 37 1,821

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

資産 33,262 1,639 5,381 7,982 48,265 16,503 64,769

減価償却費 575 15 68 1,022 1,681 193 1,874

減損損失 - - 220 - 220 - 220

資本的支出 1,609 29 4 1,305 2,949 163 3,113



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略した。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略した。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項なし。 

  

(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項なし。 



(１株当たり情報) 

 
  

（注）算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

２. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 525.73円 530.36円

１株当たり当期純利益 8.03円 21.58円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

8.00円 21.46円

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） - 34,236

普通株式に係る純資産額（百万円） - 31,779

差額の主な内訳（百万円）

  新株予約権 - 57

  少数株主持分 - 2,398

普通株式の発行済株式数（千株） - 65,962

普通株式の自己株式数（千株） - 6,042

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（千株） - 59,920

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 (自 平成18年４月１日

至 平成18年３月31日) 至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益（百万円） 624 1,305

 普通株主に帰属しない金額（百万円） 132 -

  （うち利益処分による役員賞与）（百万円） 132 -

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 491 1,305

  普通株式の期中平均株式数（千株） 61,243 60,505

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額（百万円） - -

 普通株式増加数（千株） 195 317

    （うち新株予約権）（千株） 195 317

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

該当事項なし 該当事項なし



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
  

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率は期末残高の加重平均利率で算出している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 

  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

日本電話施設 
株式会社

第２回無担保普通社債
平成12年
３月15日

5,000 - 2.26 なし
平成19年
３月15日

合計 - - 5,000 - - - -

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,882 2,527 1.39 -

１年以内に返済予定の長期借入金 1,926 994 1.41 -

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

4,821 8,864 1.21 平成20年～平成28年

合計 9,630 12,386 - -

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 3,589 771 312 124



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 4,136 2,104

   受取手形 ※８ 29 99

   完成工事未収入金 11,688 12,317

   売掛金 199 1,145

   有価証券 953 401

   未成工事支出金 3,412 3,525

   仕掛品 14 17

   仕掛不動産 997 1,072

   販売用不動産 427 764

   商品 54 144

   材料貯蔵品 81 147

   繰延税金資産 531 399

   未収入金 - 867

   その他 483 160

   貸倒引当金 △8 △248

  流動資産合計 23,005 45.6 22,918 46.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※３

   建物 3,604 3,955

   構築物 121 138

   機械装置 21 18

   車両運搬具 0 0

   工具器具・備品 157 185

   土地 5,721 5,501

  有形固定資産計 9,627 19.1 9,800 20.0

 (2) 無形固定資産

   ソフトウェア 308 292

   電話加入権 47 47

   その他 8 9

  無形固定資産計 364 0.7 349 0.7

 (3) 投資その他の資産

   投資有価証券 ※２ 13,571 11,302

   関係会社株式 1,996 2,173

   長期貸付金 57 39

   関係会社長期貸付金 794 892

   長期滞留債権 33 33

   長期前払費用 60 78

   繰延税金資産 246 563

   その他 795 814

   貸倒引当金 △54 △52

   投資その他の資産計 17,500 34.6 15,843 32.4

  固定資産合計 27,492 54.4 25,992 53.1

  資産合計 50,497 100.0 48,911 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   工事未払金等 ※１ 5,066 4,941

   買掛金 ※１ 76 558

   短期借入金 550 300

   一年以内返済予定長期借入金 515 50

   一年以内償還予定社債 5,000 -

   未払金 317 662

   未払費用 466 465

   未払法人税等 65 730

   未払消費税等 226 301

   未成工事受入金 691 135

   兼業事業受入金 20 34

   預り金 89 127

   前受収益 26 21

   賞与引当金 615 706

   役員賞与引当金 - 39

   その他 48 11

  流動負債合計 13,773 27.3 9,086 18.6

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 3,050 7,300

   退職給付引当金 3,968 3,949

   役員退職慰労引当金 341 -

   長期未払金 1,899 1,783

   その他 369 384

  固定負債合計 9,628 19.0 13,417 27.4

  負債合計 23,402 46.3 22,504 46.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 5,676 11.2 - -

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 4,425 -

   資本剰余金合計 4,425 8.8 - -

Ⅲ 利益剰余金

   利益準備金 1,419 -

   任意積立金

    建物圧縮記帳積立金 381 -

    土地圧縮積立金 106 -

    別途積立金 12,428 12,916 - -

   当期未処分利益 588 -

   利益剰余金合計 14,924 29.6 - -

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,418 6.8 - -

Ⅴ 自己株式 ※６ △1,349 △2.7 - -

   資本合計 27,094 53.7 - -

   負債・資本合計 50,497 100.0 - -



  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 (1) 資本金 - - 5,676 11.6

 (2) 資本剰余金

    資本準備金 - 4,425

    資本剰余金合計 - - 4,425 9.1

 (3) 利益剰余金

    利益準備金 - 1,419

    その他利益剰余金

     建物圧縮記帳積立金 - 340

     土地圧縮積立金 - 106

     別途積立金 - 12,428

     繰越利益剰余金 - 1,046

    利益剰余金合計 - - 15,339 31.4

 (4) 自己株式 - - △1,992 △4.1

   株主資本合計 - - 23,448 48.0

Ⅱ 評価・換算差額等

     その他有価証券評価 
   差額金

- - 2,900 5.9

   評価・換算差額等合計 - - 2,900 5.9

Ⅲ 新株予約権 - - 57 0.1

   純資産合計 - - 26,406 54.0

   負債純資産合計 - - 48,911 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 47,518 51,922

   兼業事業売上高 4,634 52,152 100.0 4,034 55,957 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 ※２ 42,486 46,460

   兼業事業売上原価 3,982 46,469 89.1 3,245 49,706 88.8

   売上総利益

   完成工事総利益 5,031 5,462

   兼業事業総利益 651 5,683 10.9 788 6,251 11.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,3 4,808 9.2 5,004 9.0

   営業利益 874 1.7 1,246 2.2

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 7 23

   有価証券利息 83 93

   受取配当金 ※２ 226 243

   地代家賃収入 ※２ 178 164

   その他 148 644 1.2 86 611 1.1

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 52 59

   社債利息 113 108

   支払手数料 - 42

   貸倒引当金繰入額 21 -

   賃貸費用 - 119

   その他 16 204 0.4 33 362 0.6

   経常利益 1,314 2.5 1,495 2.7

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 ※４ 9 1

   固定資産売却益 ※６ 0 -

   投資有価証券売却益 1,156 1,166 2.3 1,177 1,178 2.1



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 ※５ 8 0

   固定資産処分損 ※７ 15 59

   投資有価証券評価損 0 175

   減損損失 ※８ 1,061 220

   貸倒引当金繰入額 - 236

   その他 6 1,091 2.1 8 700 1.3

  税引前当期純利益 1,389 2.7 1,972 3.5

  法人税、住民税及び事業税 27 748

  法人税等調整額 1,048 1,075 2.1 168 916 1.6

  当期純利益 313 0.6 1,056 1.9

  前期繰越利益 586 -

  自己株式処分差損 4 -

  中間配当額 306 -

  当期未処分利益 588 -



(イ)完成工事原価報告書 

  

 
(注) 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

 材料費 2,363 5.6 2,534 5.4

 労務費 394 0.9 727 1.6

 外注費 32,049 75.4 34,421 74.1

 経費 7,678 18.1 8,776 18.9

  (うち人件費) (5,737) (13.5) (6,418) (13.8)

        計 42,486 100.0 46,460 100.0



(ロ)兼業事業売上原価明細書 

  

 
(注)１ 原価計算の方法は、不動産については工区別総合原価計算、情報サービス等については個別原価計算によっ

ている。 

２ 他勘定からの振替高は、有形固定資産の土地の一部を販売用に供することとしたものである。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

情報サービス等売上原価

 材料費 74 105

 労務費 29 95

 外注費 575 229

 経費 796 294

 (うち人件費) (685) (219)

計 1,476 37.1 724 22.3

不動産売上原価

 期首販売用不動産・ 
 仕掛不動産

1,211 1,425

 土地及び造成費 1,040 997

 外注費 470 945

 経費 277 220

 期末販売用不動産・ 
 仕掛不動産

1,425 1,836

 他勘定からの振替高 77 -

計 1,650 41.4 1,752 54.0

商品売上原価

 期首商品たな卸高 68 54

 商品仕入高 840 859

 期末商品たな卸高 54 144

計 854 21.5 769 23.7

 兼業事業売上原価 3,982 100.0 3,245 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

 
 (注) 前事業年度 平成17年12月12日に306百万円(１株につき５円)の中間配当を実施した。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日 
株主総会決議)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

（当期未処分利益の処分）

Ⅰ 当期未処分利益 588

Ⅱ 任意積立金取崩額

   建物圧縮記帳積立金
   取崩額

22 22

合計 611

Ⅲ 利益処分額

   株主配当金 307

    (１株につき) (普通配当５円)

   役員賞与金 30

    (うち監査役分) (4) 337

Ⅳ 次期繰越利益 274



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,676 4,425 4,425

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注）

 剰余金の配当

 役員賞与（注）

 当期純利益

 建物圧縮記帳積立金の取崩

 建物圧縮記帳積立金の取崩（注）

 自己株式の取得

 自己株式の処分

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) - - -

平成19年３月31日残高(百万円) 5,676 4,425 4,425

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合  計利益準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金 
合 計

建物圧縮
記帳積立金

土地圧縮 

積立金

別途 

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,419 381 106 12,428 588 14,924 △1,349 23,675

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △307 △307 △307

 剰余金の配当 △299 △299 △299

 役員賞与（注） △30 △30 △30

 当期純利益 1,056 1,056 1,056

 建物圧縮記帳積立金の取崩 △18 18 - -

 建物圧縮記帳積立金の取崩 （注） △22 22 - -

 自己株式の取得 △680 △680

 自己株式の処分 △3 △3 37 33

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) - △41 - - 457 415 △643 △227

平成19年３月31日残高(百万円) 1,419 340 106 12,428 1,046 15,339 △1,992 23,448

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,418 3,418 - 27,094

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △307

 剰余金の配当 △299

 役員賞与（注） △30

 当期純利益 1,056

 建物圧縮記帳積立金の取崩 -

 建物圧縮記帳積立金の取崩（注） -

 自己株式の取得 △680

 自己株式の処分 33

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△518 △518 57 △460

事業年度中の変動額合計(百万円) △518 △518 57 △688

平成19年３月31日残高(百万円) 2,900 2,900 57 26,406



重要な会計方針 

  

 
  

項目 前事業年度 当事業年度

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

 …決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

 (評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

子会社株式及び関連会社株式

 同左

その他有価証券

 時価のあるもの

 …決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

 (評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

 時価のないもの

 …移動平均法による原価法

 時価のないもの

 …同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成工事支出金 個別法による原価法

仕掛品 個別法による原価法

仕掛不動産 個別法による原価法

販売用不動産 個別法による原価法

商品 移動平均法による原
価法

材料貯蔵品 移動平均法による原
価法

未成工事支出金 同左

仕掛品 同左

仕掛不動産 同左

販売用不動産 同左

商品 同左

材料貯蔵品 同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

 定率法

  なお、主な耐用年数は次のとおり

である。

建物 ７年～50年
 

有形固定資産

 同左

無形固定資産

 定額法

  ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法。

無形固定資産

 同左

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上してい

る。

貸倒引当金

 同左

賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上している。

賞与引当金 

 同左

   ────────── 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上している。



 
  

  

項目 前事業年度 当事業年度

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当期末に

発生していると認められる額を計上

している。

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定率法により

費用処理している。

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(12年)による定額法によ

りそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理している。

退職給付引当金

 同左

 

 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上している。

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上していたが、平成18年6月29日

の定時株主総会終結の時をもって、

役員退職慰労金制度を廃止した。こ

れに伴い、平成18年6月29日までの

在任期間に対する未払い分295百万

円については「役員退職慰労引当

金」を取りくずし、固定負債の「長

期未払金」に含めて表示している。

５ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準

によっているが、長期大型(工期１年

以上、請負金額４億円以上)の工事に

ついては、工事進行基準によってい

る。 

 なお、工事進行基準によった完成工

事高はない。

 完成工事高の計上は、工事完成基準

によっているが、長期大型(工期１年

以上、請負金額４億円以上)の工事に

ついては、工事進行基準によってい

る。 

 なお、工事進行基準によった完成工

事高はない。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

 同左

７ ヘッジ会計の方法  特例処理の要件を満たす金利スワッ

プ取引については、特例処理を採用し

ている。

 同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

 消費税等に相当する額の会計処理

は、税抜方式によっている。

 同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度 当事業年度

(固定資産の減損に係る会計基準）

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員

会平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号)を

適用している。

これにより、営業利益及び経常利益が2百万円増加

し、税引前当期純利益が1,058百万円減少している。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

いる。

──────────

────────── (役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準

第4号）を適用している。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益が39百万円減少している。 

 
────────── 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針第8号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

26,349百万円である。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

いる。 

 
────────── 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ストック・オプション等に関する会計基準等）  

 当事業年度から「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第8号）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

最終改正 平成18年5月31日 企業会計基準適用指針

第11号）を適用している。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益が57百万円減少している。



表示方法の変更 

 
  

追加情報 

  

 
  

  

  

前事業年度 当事業年度

────────── （貸借対照表） 

 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

していた「未収入金」（前事業年度347百万円）は、

総資産額の100分の1を超えることとなったため、当事

業年度から区分掲記している。

前事業年度 当事業年度

────────── 従来、「地代家賃収入」（営業外収益）に対応する

賃貸費用は、売上原価及び販売費及び一般管理費に含

めて計上していたが、金額的重要性が増してきたこと

から、費用と収益の対応関係の明確化を図るため、当

事業年度から営業外費用の「賃貸費用」として計上す

る方法に変更した。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、営

業利益は119百万円増加しているが、営業外費用が同

額増加しているため、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はない。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前事業年度 当事業年度

※１ このうち関係会社に対するものは、次のとおりで

ある。

工事未払金及び買掛金 3,602百万円

※１ このうち関係会社に対するものは、次のとおりで

ある。

工事未払金及び買掛金 3,330百万円

※２ 担保提供資産

営業保証金の代用として投資有価証券14百万円を

供託している。

※２ 担保提供資産

営業保証金の代用として投資有価証券14百万円を

供託している。

※３ 減価償却累計額 6,458百万円 ※３ 減価償却累計額 6,655百万円

 ４ 下記の銀行借入金について保証を行っている。

社員の住宅資金の借入について 
保証を行っている。

15百万円

社員の機器購入等の借入につい 
て保証を行っている。

0
 

 ４ 下記の銀行借入金について保証を行っている。

社員の住宅資金等の借入につい
て保証を行っている。

13百万円

※５ 会社が発行する株式の総数 普通株式128,300千株

   発行済株式の総数 普通株式 65,962  

──────────

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式4,472

千株である。

──────────

 ７ 旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は3,418

百万円である。

──────────

────────── ※８ 事業年度末日満期手形

事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理している。なお、当事業

年度末日は金融機関の休日であったっため、次の満

期手形が事業年度末残高に含まれている。

受取手形 8百万円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 当事業年度

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。また、その販売費と一般管理費の

割合は、販売費43.2％、一般管理費56.8％である。

従業員給料手当 1,808百万円

賞与引当金繰入額 161

退職給付費用 236

役員退職慰労引当金繰入額 100

法定福利費 244

貸倒引当金繰入額 8

通信交通費 255

減価償却費 187

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。また、その販売費と一般管理費の

割合は、販売費41.9％、一般管理費58.1％である。

従業員給料手当 2,070百万円

賞与引当金繰入額 190

退職給付費用 231

役員退職慰労引当金繰入額 15

法定福利費 266

貸倒引当金繰入額 3

通信交通費 289

減価償却費 153

役員賞与引当金繰入額 39

※２ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

外注費(完成工事原価) 26,909百万円

受取配当金 102

地代家賃収入 162

※２ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

外注費(完成工事原価) 25,484百万円

受取配当金 94

地代家賃収入 130

※３ 研究開発費の総額は34百万円(一般管理費)であ

る。

※３ 研究開発費の総額は26百万円(一般管理費)であ

る。

※４ 前期損益修正益の内訳は、次のとおりである。

過年度工事支払額修正 8百万円

過年度工事請負額修正 0

計 9

※４ 前期損益修正益の内訳は、次のとおりである。

過年度工事支払額修正 1百万円

過年度工事請負額修正 0

計 1

※５ 前期損益修正損の内訳は、次のとおりである。

過年度工事支払額修正 7百万円

過年度工事請負額修正 0

計 8

※５ 前期損益修正損の内訳は、次のとおりである。

過年度工事支払額修正 0百万円

過年度工事請負額修正 0

計 0

※６ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

土地 0百万円

             ──────────

 

※７ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

建物・構築物 0百万円

工具器具・備品 4

ソフトウェア 10

計 15
 

※７ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

建物・構築物 57百万円

工具器具・備品 2

計 59



  

 
  

前事業年度 当事業年度

 

※８ 減損損失

以下の資産グループについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 名古屋市天白区

賃貸資産 土地
名古屋市北区 
日進市

賃貸資産 土地、建物
東京都品川区
名古屋市中区

当社は、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを

行っているが、現在未稼動で今後も事業の用に供する

予定のないものについては遊休資産としてグルーピン

グしている。

上記の資産について、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスである資産グループ及び遊休状態にあ

り今後も使用の目処が立っていない資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、それぞれ829百万

円及び231百万円、合計1,061百万円の減損損失を計上

している。

減損損失の内訳は、土地948百万円、建物112百万円

である。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、重要性の高い資産グループに

ついては、不動産鑑定士による鑑定評価額により、そ

の他の資産グループについては固定資産税評価額を合

理的に調整した正味売却価額により測定している。

 

※８ 減損損失

以下の資産グループについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所

賃貸資産 土地
愛知県豊橋市 
愛知県蒲郡市

当社は、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを

行っている。

上記の資産については、継続的な地価の下落により

収益性が著しく低下したため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し220百万円の減損損失を計上している。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、重要性の高い資産グループに

ついては、不動産鑑定士による鑑定評価額によること

としているが、その他の資産グループについては路線

価による相続税評価額及び固定資産税評価額等を合理

的に調整した正味売却価額により測定している。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式数の増加1,603千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加1,567千株、単元未満

株式の買取による増加36千株である。  

普通株式の自己株式の減少109千株は、新株予約権等の行使による105千株、単元未満株式の売渡しによる減少4

千株である。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 4,472 1,603 109 5,967



(リース取引関係) 

  

 
  

  

前事業年度 当事業年度

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引

 借手側

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

車輌
運搬具

32 12 19

工具器具 
・備品

30 4 25

合計 62 16 45

 (注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

車輌
運搬具

284 41 242

工具器具
・備品

56 13 43

合計 341 55 286

 (注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。

② 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 12百万円

１年超 33

計 45

１年内 65百万円

１年超 220

計 286

 (注) 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

 (注) 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額

支払リース料

減価償却費相当額

12百万円

12

39百万円

39

④ 減価償却費相当額の算

定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)及び当事業年度(自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 当事業年度

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 29

賞与引当金 249

退職給付引当金 1,609

役員退職慰労引当金 138

長期未払金 770

販売用不動産評価損 41

有価証券評価損 570

その他有価証券評価差額金 90

繰越欠損金 217

その他 429

 繰延税金資産小計 4,147

評価性引当額 △628

 繰延税金資産合計 3,518

(繰延税金負債)

建物圧縮記帳積立金 △245

土地圧縮積立金 △72

その他有価証券評価差額金 △2,423

繰延税金負債合計 △2,741

繰延税金資産の純額 777

貸借対照表計上額は以下のとおりである。

流動資産 繰延税金資産 531百万円

固定資産 繰延税金資産 246

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

貸倒引当金 76

賞与引当金 286

退職給付引当金 1,602

長期未払金 723

販売用不動産評価損 35

投資有価証券評価損 643

その他有価証券評価差額金 109

その他 597

繰延税金資産小計 4,074

評価性引当額 △717

繰延税金資産合計 3,356

(繰延税金負債)

建物圧縮記帳積立金 △232

土地圧縮積立金 △72

その他有価証券評価差額金 △2,089

繰延税金負債合計 △2,393

繰延税金資産の純額 962

貸借対照表計上額は以下のとおりである。

流動資産 繰延税金資産 399百万円

固定資産 繰延税金資産 563

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6 ％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.4

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△4.6

住民税均等割等 2.0

評価性引当額 18.3

その他 15.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 77.4

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.1

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△3.3

住民税均等割等 1.7

評価性引当額 4.5

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.5



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項なし。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

 （注）算定上の基礎 

   １．１株当り純資産額 

 
 

   ２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 440.15円 １株当たり純資産額 439.18円

１株当たり当期純利益 4.62円 １株当たり当期純利益 17.43円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

4.60円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

17.34円

前 事 業 年 度
(平成18年３月31日)

当 事 業 年 度 
(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） - 26,406

普通株式に係る純資産額（百万円） - 26,349

差額の主な内訳（百万円）

  新株予約権 - 57

普通株式の発行済株式数（千株） - 65,962

普通株式の自己株式数（千株） - 5,967

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（千株） - 59,995

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

(自 平成17年４月１日 (自 平成18年４月１日

至 平成18年３月31日） 至 平成19年３月31日）

１株当たり当期純利益

 当期純利益（百万円） 313 1,056

 普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 -

  （うち利益処分による役員賞与）（百万円） 30 -

  普通株式に係る当期純利益（百万円） 283 1,056

  普通株式の期中平均株式数（千株） 61,320 60,580

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額（百万円） - -

 普通株式増加数（千株） 195 317

    （うち新株予約権）（千株） 195 317

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概
要

該当事項なし 該当事項なし



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱アイチコーポレーション 2,072,259 2,289

㈱ＮＴＴドコモ 5,169 1,126

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 394 525

日比谷総合設備㈱ 435,850 445 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 341,000 396

日本電信電話㈱ 563 350 

㈱マキタ 63,525 277 

㈱中京銀行 700,000 263

名工建設㈱ 391,759 262

北陸電話工事㈱ 718,740 258

㈱セントラルファイナンス 400,000 252

矢作建設工業㈱ 403,565 228

㈱愛知銀行 16,362 212

㈱みずほフィナンシャルグループ(優先
株式)

200 200

コムシスホールディングス㈱ 150,217 190

日東工業㈱ 96,912 183

シーキューブ㈱ 406,708 183

岡谷鋼機㈱ 100,000 178

㈱ＴＴＫ 200,000 139

㈱ＮＴＴデータ通信 190 113

ナカヨ通信機㈱ 227,000 88

㈱みずほフィナンシャルグループ 113 85

中部電力㈱ 19,490 78

三菱ＵＦＪ証券㈱ 52,500 70

㈱つうけん 199,042 68

㈱協和エクシオ 48,165 62

その他（44銘柄） 590,027 458

計 7,639,751 8,990

 



【債券】 

  

 
  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

その他有価証券

ブラザー工業第３回普通社債 200 200

アイワ第７回普通社債 100 100

コスモ石油普通社債第３回普通社債 100 100

小計 400 401

(投資有価証券)

その他有価証券

スウエーデン地方金融公社コーラブル
パワーリバースデュアル債

200 158

トヨタ自動車第６回普通社債 100 99

JPモルガンインターデリバティブ 100 98

三菱商事第38回普通社債 100 96

三井物産第38回普通社債 100 96

ノルウェー地方金融公社債 100 93

EXPT FX TARN370202 100 93

ドイツ銀行ロンドン支店ユーロ円債 100 91

ノルウェー輸出金融公社債 100 89

BNP PARIBASマルチコーラブル為替連動
債

100 86

CDCイクシス・コーラブル・パワー・リ
バースデュアル債券

100 82

SGAソシエテ・ジェネラル・アクセプタ
ンス

100 76

BNP PARIBASリバースフローター債 100 68

その他（２銘柄） 65 64

小計 1,465 1,294

計 1,865 1,696



【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

ユキ・ミズホ・ジャパン・ダイナミッ
ク・グロース・ファンド

10,000 118

シンプレクスロパティインカム 10,000 104

ゴールドマン・サックス・ＥＣＦ 100,061,881 99

皐月円建償還時元本確保投資信託 10,000 99

水無月円建償還時元本確保投資信託 10,000 98

Ｎ-Ｒグローバルフューチャーズファン
ド４

10,000 98

メガフロート短期公社債ファンド 10,000 95

新産業創造ファンド第4号投資事業有限
責任組合

4 74

アドバンス・レジデンス投資法人 100 59

ノムラ・ボンド・インカム・オープン 66,804,889 58

ジャパン・ロジスティックス・プロパ
ティ・トラスト

5,000 57

その他（１銘柄） - 52

計 - 1,017



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 有形固定資産当期減少額の(  )内は内書で、減損損失の計上額である。 

２ 長期前払費用の(  )内は内書で、主に延払保険料の期間配分に係るもので、減価償却と性格が異なるた

め、償却累計額及び当期償却額には含めていない。 

３ 当期増加額のうち主なものは次のとおりである。 

建物  名古屋支店社屋新設  495百万円 

４ 当期減少額のうち主なものは次のとおりである。 

建物   名古屋支店社屋除却  126百万円 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 8,664 657 139 9,182 5,226 268 3,955

 構築物 612 35 1 646 507 18 138

 機械装置 83 - - 83 64 2 18

 車両運搬具 8 - - 8 8 0 0

 工具器具・備品 995 84 46 1,033 848 54 185

 土地 5,721 -
220

(220)
5,501 - - 5,501

 建設仮勘定 - 523 523 - - - -

有形固定資産計 16,086 1,300
930

(220)
16,456 6,655 343 9,800

無形固定資産

 ソフトウェア 854 155 523 485 193 172 292

 電話加入権 47 - - 47 - - 47

 その他 14 2 1 15 5 1 9

無形固定資産計 916 157 525 548 199 173 349

長期前払費用
103 
(68)

46
24

(15)
124
(53)

46
(25)

27 
(17)

78
(27)

繰延資産

- - - - - - - -

繰延資産計 - - - - - - -



【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、債権回収によるもの及び洗替え処理に伴う戻入額である。 

２ 役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度廃止に伴い長期未払金に振替えた

ものである。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 (注) 62 248 0 9 301

賞与引当金 615 706 615 - 706

役員賞与引当金 - 39 - - 39

役員退職慰労引当金 341 15 61 295 -



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ)現金預金 

  

 
  

(ロ)受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 決済月別内訳 

  

 
  

種別 金額(百万円)

現金 9

預金

当座預金 347

普通預金 1,747

小計 2,095

計 2,104

相手先 金額(百万円)

株式会社ミルックス 15

株式会社川島組 13

木原建設株式会社 13

馬淵建設株式会社 12

株式会社福田組 10

その他 33

計 99

決済月 金額(百万円)

平成19年３月満期 8

平成19年４月満期 25

平成19年５月満期 43

平成19年６月満期 15

平成19年７月満期 5

計 99



(ハ)完成工事未収入金 

相手先別内訳 

  

 
  

(ニ)売掛金 

(a) 相手先別内訳 
  

 
  

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。 

  

相手先 金額(百万円)

西日本電信電話株式会社 7,366

エヌ・テイ・ティ インフラネット株式会社 1,346

イー・モバイル株式会社 473

株式会社エヌ・テイ・ティ・ドコモ東海 457

中部テレコミュニケーション株式会社 428

その他 2,244

計 12,317

相手先 金額(百万円)

一般顧客 909

ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 75

エヌ・ティ・ティ コミュニケーションズ株式会社 26

西川コミュニケーションズ株式会社 22

株式会社ＮＴＴ西日本－三重 13

その他 99

計 1,145

 
項目

期首残高 
(百万円) 

 
Ａ

当期発生高 
(百万円) 

 
Ｂ

当期回収高
(百万円) 

 
Ｃ

当期末残高
(百万円) 

 
Ｄ  

回収率(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)
Ａ＋Ｄ
２
Ｂ
365

売掛金 199 1,376 430 1,145 27.3 178.3



(ホ)未成工事支出金 

  

 
期末残高の内訳は次のとおりである。 

 
  

(ヘ)仕掛品 

  

 
  

(ト)仕掛不動産 
  

 
(注) このうち土地の内訳は、次のとおりである。 

 
  

(チ)販売用不動産 

  

 
(注) このうち土地の内訳は、次のとおりである。 

 
  

前期末残高 
(百万円)

当期支出額 
(百万円)

完成工事原価への振替額
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

3,412 46,573 46,460 3,525

材料費 347百万円

労務費 56

外注費 2,328

経費 793

計 3,525

区分 金額(百万円)

調査・設計他 17

計 17

区分 金額(百万円)

土地 985

建物 86

計 1,072

中部地区 5,588.61㎡ 985百万円

計 5,588.61 985

区分 金額(百万円)

土地 379

建物 384

計 764

中部地区 2,726.92㎡ 368百万円

関東地区 257.64 11

計 2,984.56 379



(リ)商品 

  

 
  

(ヌ)材料貯蔵品 

  

 
  

  

区分 金額(百万円)

通信機器 52

その他 91

計 144

区分 金額(百万円)

工事材料 135

その他 11

計 147



② 負債の部 

(イ)工事未払金等 

  

 
  

(ロ)買掛金 

  

 
  

(ハ)未成工事受入金 

  

 
(注) 損益計算書の完成工事高51,922百万円に消費税等2,596百万円を加えた完成工事高と上記完成工事高への振替額

42,201百万円との差額12,317百万円は、完成工事未収入金の当期発生額である。 

  

相手先 金額(百万円)

岐阜エヌディエス工事株式会社 407

浜松エヌディエス工事株式会社 326

みつぼしテクノ株式会社 280

エヌディエス大協株式会社 278

静岡エヌディエス工事株式会社 262

その他 3,386

計 4,941

相手先 金額(百万円)

大井建設株式会社 427

ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 22

東邦ガス株式会社 20

三井不動産レジデンシャル株式会社 16

株式会社丸協 15

その他 57

計 558

前期末残高 
(百万円)

当期受入額 
(百万円)

完成工事高への振替額
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

691 41,646 42,201 135



(ニ)長期借入金 

  

 
  

(ホ)退職給付引当金 

  

 
  

(3) 【その他】 

特記事項なし。 

  

  

区分 金額(百万円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 3,000

株式会社みずほ銀行 3,000

株式会社中京銀行 500

中央三井信託銀行株式会社 500

日本生命相互会社 300

計 7,300

区分 金額(百万円)

退職給付債務 9,284

年金資産(時価) 3,958

未積立退職給付債務 5,326

未認識数理計算上の差異 1,650

未認識過去勤務債務 △ 273

計 3,949



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が決議され、当社の公告方法は次のとおりと

なった。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を

することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりである。 

http://www.nds-g.co.jp/ 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社名古屋支店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社本店および全国各支店
日本証券代行株式会社本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 株券１枚につき200円

株券喪失登録手数料
喪失登録１件につき8,600円
喪失登録株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り・ 
買増し

  取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社名古屋支店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社本店および全国各支店
日本証券代行株式会社本店および全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

買増し受付停止期間
当社基準日の12営業日前から基準日に至るまで
当社が必要と認めるときは別途受付停止期間を設けることができる。

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

  

 
  

 
(1) 
 

 
有価証券報告書 
及びその添付書類

 
事業年度 
(第52期)

 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 
平成18年６月30日 
関東財務局長に提出

 
(2) 

 
自己株券買付状況報告書

 
 
及び

 
平成18年９月14日 
平成18年10月11日 
関東財務局長に提出

 
(3) 

 
半期報告書

 
(第53期中)

 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

 
平成18年12月20日 
関東財務局長に提出



該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

日 本 電 話 施 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電話施設株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電話施設株

式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会

計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 井 金 丸 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

日 本 電 話 施 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電話施設株式会

社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電話施設株

式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度からストック・オプション等に関する会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 加 藤 浩 幸 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

日 本 電 話 施 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電話施設株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電話施設株式会

社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基

準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 井 金 丸 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

日 本 電 話 施 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電話施設株式会

社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電話施設株式会

社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度からストック・オプション等に関する会計基準を適用しているため、

当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 加 藤 浩 幸 
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